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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振れによる画像振れを補正する振れ補正手段と、
　振れの角速度を検出する第１振れ検出手段と、
　前記第１振れ検出手段とは異なる方式で振れを検出する第２振れ検出手段と、
　前記第１振れ検出手段の出力に基づいて前記振れ補正手段を駆動する補正量を演算する
第１の演算手段と、
　前記第１振れ検出手段の出力に基づく第１信号と前記第２振れ検出手段の出力に基づく
第２信号とから補正値を演算し、該補正値によって補正された前記第１振れ検出手段の出
力に基づいて前記振れ補正手段を駆動する補正量を演算する第２の演算手段と、
　前記第１の演算手段および／または前記第２の演算手段によって演算された補正量に基
づいて前記振れ補正手段を駆動する駆動制御手段と、
　前記補正値に見かけ上周波数依存性を持たせるために、前記第２の演算手段の周波数特
性を前記第１の演算手段の周波数特性とは異ならせる周波数帯域変更手段とを有すること
を特徴とする防振制御装置。
【請求項２】
　前記第１振れ検出手段は角速度計であり、
　前記第２振れ検出手段は加速度計であることを特徴とする請求項１に記載の防振制御装
置。
【請求項３】
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　前記第１の演算手段および前記第２の演算手段はそれぞれ積分手段及び高域透過手段を
具備し、
　前記周波数帯域変更手段による周波数帯域変更の結果生じる位相のずれをなくすために
、前記積分手段あるいは前記高域透過手段の特性を異ならせていることを特徴とする請求
項１または２に記載の防振制御装置。
【請求項４】
　前記第１振れ検出手段の出力あるいは前記第２振れ検出手段の出力に基づいて前記周波
数帯域変更手段の作動を制御する作動制御手段を有することを特徴とする請求項１ないし
３のいずれかに記載の防振制御装置。
【請求項５】
　前記作動制御手段が前記周波数帯域変更手段を非作動にする時には、前記第１の演算手
段によって演算された補正量と、前記第１振れ検出手段の出力に基づく第１信号と前記第
２振れ検出手段の出力に基づく第２信号とから補正値を演算し、該補正値によって補正さ
れた、前記第１の演算手段によって演算された補正量の合成出力に基づいて、前記駆動制
御手段は前記振れ補正手段を駆動することを特徴とする請求項４に記載の防振制御装置。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれかに記載の防振制御装置を具備することを特徴とする撮像装
置。
【請求項７】
　振れによる画像振れを補正する振れ補正手段を有する防振制御装置の制御方法であって
、
　振れの角速度を検出する第１振れ検出ステップと、
　前記第１振れ検出ステップとは異なる方式で振れを検出する第２振れ検出ステップと、
　前記第１振れ検出ステップの出力に基づいて前記振れ補正手段を駆動する補正量を演算
する第１の演算ステップと、
　前記第１振れ検出ステップの出力に基づく第１信号と前記第２振れ検出ステップの出力
に基づく第２信号とから補正値を演算し、該補正値によって補正された前記第１振れ検出
ステップの出力に基づいて前記振れ補正手段を駆動する補正量を演算する第２の演算ステ
ップと、
　前記第１の演算ステップおよび／または前記第２の演算ステップによって演算された補
正量に基づいて前記振れ補正手段を駆動する駆動制御ステップと、
　前記補正値に見かけ上周波数依存性を持たせるために、前記第２の演算ステップでの周
波数特性を前記第１の演算ステップの周波数特性とは異ならせる周波数帯域変更ステップ
とを有することを特徴とする防振制御装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、手振れ等の振れによる画像振れを補正（画像の劣化を防止）する防振制御装
置及び撮像装置並びに防振制御装置の制御方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　現在のカメラは露出決定やピント合わせ等の撮影にとって重要な作業は全て自動化され
、カメラ操作に未熟な人でも撮影失敗を起こす可能性は非常に少なくなっている。また、
最近では、手振れ等による画像振れを防ぐ防振制御装置（振れ補正部、駆動部及び振動検
出部などから成る）を備えたカメラも製品化されてきており、撮影者の撮影ミスを誘発す
る要因は殆ど無くなってきている。
【０００３】
　ここで、画像振れを防ぐ防振制御装置について簡単に説明する。
【０００４】
　撮影時のカメラの手振れは、周波数として通常１Ｈｚないし１０Ｈｚの振動である。そ
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して、シャッタのレリーズ時点においてこのような手振れを起こしていても画像振れの無
い写真を撮影可能とする為には、手振れによるカメラの振動を検出し、その検出値に応じ
て画像振れ補正用のレンズ（以下、補正レンズ）を変位させなければならない。
【０００５】
　従って、カメラに振れが生じても画像振れが生じない写真を撮影するためには、第１に
、カメラの振動を正確に検出し、第２に、手振れ等の振れによる光軸変化を補正すること
が必要となる。上記振動（カメラ振れ）の検出は、原理的にいえば、加速度、角加速度、
角速度、角変位等を検出し、カメラ振れ補正の為にその出力を適宜演算処理する振動検出
部をカメラに搭載することによって行うことができる。そして、この振動検出部からの信
号に基づいて光軸を変位させる振れ補正部（詳しくは補正レンズ）を駆動部により駆動す
ることにより、画像振れ抑制が行われる。
【０００６】
　ここで、防振制御装置を具備した従来の一眼レフカメラについて、図４８及び図４９を
用いて説明する。尚、図４８は一眼レフカメラの平面図であり、図４９はその側面図であ
る。
【０００７】
　図４８及び図４９において、４８０４はカメラ本体であり、該カメラ本体４８０４に対
し、後述する振れ補正部が具備される交換式の撮影レンズ４８０１が装着される。後述の
振れ補正部は、光軸４８０２に対して矢印４８０３ｐ，４８０３ｙで示すカメラ縦振れ及
び横振れ（以下、角度振れ）に対して画像振れ補正を行うものである。
【０００８】
　４８０４ａはレリーズボタン、４８０４ｂはモードダイアル（メインスイッチを含む）
、４８０４ｃはリトラクタブルストロボ、４８０４ｄはカメラＣＰＵ、４８０５は撮像素
子であり、これらはカメラ本体４８０４に具備されている。
【０００９】
　４８０６は補正レンズ４８０６ａやコイル、永久磁石等を含む振れ補正部であり、後述
の駆動部によりコイルへの通電がなされ、該コイルと永久磁石との関連により補正レンズ
４８０６ａが矢印４８０６ｐ，４８０６ｙ方向に自在に移動させられる。これにより、矢
印４８０３ｐ，４８０３ｙ方向の画像振れ補正が行われる。４８０７ｐ，４８０７ｙは各
々矢印４８０３ｐ，４８０３ｙ回りの振れを検出する振動検出部であるところの角速度計
（ｇｙｒｏ）であり、矢印４８０７ｐａ，４８０７ｙａ方向の検出感度方向を持つ。この
角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙで検出された角速度出力はレンズＣＰＵ４８０８で演算
され、ここで振れ補正部４８０６、詳しくは補正レンズ４８０６ａの駆動目標値に変換さ
れる。
【００１０】
　カメラ本体４８０４に設けられたレリーズボタン４８０４ａの半押し（スイッチＳ１の
オン：撮影準備の為に測光、ピント合わせを指令する操作）に同期して、駆動目標値は駆
動部（ｄｒｉｖｅｒ）４８０９に入力される。そして、駆動部４８０９により振れ補正部
４８０６に具備されるコイルが駆動される。これにより、上記したように補正レンズ４８
０６ａがコイルと永久磁石との関係により光軸と直交する平面内において画像振れを抑制
する矢印４８０６ｐ，４８０６ｙ方向に移動させられるようになる。つまり、矢印４８０
３ｐ，４８０３ｙ方向の画像振れ補正が開始される。
【００１１】
　防振制御装置は、振れ補正部４８０６、角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙ、レンズＣＰ
Ｕ４８０８、及び、駆動部４８０９などにより構成される。
【００１２】
　図４８及び図４９を用いて説明した防振制御装置では、手振れ等の振動検出用に角速度
計４８０７ｐ，４８０７ｙを用いている。カメラ本体４８０４には、矢印４８０３ｐ，４
８０３ｙ回りの角度振ればかりではなく、矢印１０１ｐｂ，１０１ｙｂに示した様に並進
振動（以下、平行振れ）も加わり、レンズの主点位置における並進運動も画像振れに影響
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してくる。しかし、一般的な撮影条件では矢印４８０３ｐ，４８０３ｙ回りの角度振れ（
回転振れ）が支配的であり、矢印１０１ｐｂ，１０１ｙｂに示した平行振れによる像劣化
は少ない。そのため、振動検出用には角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙだけを設ければよ
かった。
【００１３】
　ところが、至近距離での撮影（撮影倍率の高い撮影条件）では、矢印１０１ｐｂ，１０
１ｙｂに示した平行振れによる像劣化も無視できなくなってくる。例えばマクロ撮影のよ
うに、被写体に２０ｃｍ程度まで接近して撮影する条件や、被写体は１ｍ程度に位置して
いるとする。この場合でも、撮像光学系の焦点距離が非常に大きい（例えば４００ｍｍ）
条件下では積極的に平行振れを検出して振れ補正部４８０６を駆動する必要が出てくる。
【００１４】
　特許文献１では、加速度を検出する加速度計を設け、この加速度計で平行振れを検出し
て、別に設けた角速度計の出力と共に振れ補正部を駆動する技術が開示されている。
【特許文献１】特開平７－２２５４０５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　しかしながら、上記の従来技術では、平行振れの検出に用いる加速度計の出力は外乱ノ
イズや温度などの環境変化でその信号が変化する虞があり、平行振れの高精度な補正が難
しいものであった。
【００１６】
　（発明の目的）
　本発明の目的は、平行振れの高精度な画像振れ補正を行うことのできる防振制御装置及
び撮像装置を提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上記目的を達成するために、本発明は、振れによる画像振れを補正する振れ補正手段と
、振れの角速度を検出する第１振れ検出手段と、前記第１振れ検出手段とは異なる方式で
振れを検出する第２振れ検出手段と、前記第１振れ検出手段の出力に基づいて前記振れ補
正手段を駆動する補正量を演算する第１の演算手段と、前記第１振れ検出手段の出力に基
づく第１信号と前記第２振れ検出手段の出力に基づく第２信号とから補正値を演算し、該
補正値によって補正された前記第１振れ検出手段の出力に基づいて前記振れ補正手段を駆
動する補正量を演算する第２の演算手段と、前記第１の演算手段および／または前記第２
の演算手段によって演算された補正量に基づいて前記振れ補正手段を駆動する駆動制御手
段と、前記補正値に見かけ上周波数依存性を持たせるために、前記第２の演算手段の周波
数特性を前記第１の演算手段の周波数特性とは異ならせる周波数帯域変更手段とを有する
ことを特徴とする防振制御装置とするものである。
【００１８】
　また、上記目的を達成するために、本発明は、上記本発明の防振制御装置を具備する撮
像装置とするものである。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、小型で機動性が高く、常に平行振れの高精度な補正を行うことができ
る防振制御装置又は撮像装置並びに防振制御装置の制御方法を提供できるものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　本発明を実施するための最良の形態は、以下の実施例１および２に示す通りである。
【実施例１】
【００２１】
　図１及び図２は本発明の実施例１に係わる防振制御装置を具備した一眼レフカメラを示
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す平面図及び側面図であり、図４８及び図４９の従来例と同じ部分は同一符号を付してあ
る。図４８及び図４９の従来例と異なるのは、カメラ（防振制御装置）に加わる振れを検
出する振動検出部として、角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙに加え、加速度を検出する加
速度計（ａｃｃ）１０１ｐ，１０１ｙを設けている点である。この加速度計１０１ｐ，１
０１ｙ各々の加速度検出軸は矢印１０１ｐａ，１０１ｙａである。
【００２２】
　角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙ及び加速度計１０１ｐ，１０１ｙの出力はともにレン
ズＣＰＵ４８０８に入力される。そして、それら出力の関連により駆動部４８０９によっ
て振れ補正部４８０６が駆動される。
【００２３】
　図３は、本発明の実施例１に係る防振制御装置を示すブロック図である。図３では、カ
メラの鉛直方向に生じる振れ（ピッチ方向：図１及び図２の矢印４８０６ｐ，１０１ｐｂ
方向）の構成のみを示している。しかし、同様な構成はカメラの水平方向に生じる振れ（
ヨー方向：図１及び図２の矢印４８０６ｙ，１０１ｙｂ方向）にも設けられている。これ
らは基本的には同じ構成になっているので、以下ピッチ方向の構成のみを図示し、その説
明を行う。
【００２４】
　図３を用いて、まず、角度振れの補正について説明する。
【００２５】
　角速度計４８０７ｐからの角速度信号はレンズＣＰＵ４８０８に取り込まれる。そして
、その角速度信号はＨＰＦ積分フィルタ３０１に入力され、ＨＰＦ（ハイパスフィルタ或
いは高域透過フィルタ）でＤＣ成分をカットされた後に積分され、角度信号に変換される
。尚、ＨＰＦ処理や積分処理は量子化された角速度信号をレンズＣＰＵ４８０８内で演算
処理することで得られ、公知の差分方程式などで実現可能である。また、レンズＣＰＵ４
８０８に入力される前に、コンデンサや抵抗を利用してアナログ回路で実現する事も可能
である。
【００２６】
　ここで、手振れの周波数帯域は１Ｈｚ～１０Ｈｚの間である。そのため、ＨＰＦとして
は例えば手振れの周波数帯域から十分離れた、例えば０．１Ｈｚ以下の周波数成分をカッ
トする１次のＨＰＦ特性になっている。この事を以後、“０．１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ処理
”と記す。
【００２７】
　図４及び図５はその説明をするためのＨＰＦ特性のボード線図であり、横軸は周波数、
縦軸は利得及び位相であり、手振れの帯域を矢印４０４で示す。尚、利得は角速度計４８
０７ｐの出力に対するＨＰＦ積分フィルタ３０１の出力比をデシベル表示で示している。
【００２８】
　ここで、図４の“１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ処理”では、利得４０１は１Ｈｚ以下の周波数
が減衰される特性になっているが、手振れの下限周波数である１Ｈｚにおいても利得が－
６ｄｂ減少し、位相４０２も矢印４０３で示すように１Ｈｚでは４５度進んでいる。すな
わち、１Ｈｚの手振れはその検出精度が低く、十分な画像振れ補正が出来ない。
【００２９】
　それに対し、図５に示す“０．１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ処理”では、利得５０１は手振れ
の下限周波数である１Ｈｚでは僅かの減少で、且つ、位相５０２も矢印５０３で示すよう
に１Ｈｚでは５度の進みで済んでいる。そのため、１Ｈｚの手振れに対しても精度よい画
像振れ補正が出来る。積分に関しても同様であり、手振れの周波数帯域は１Ｈｚ～１０Ｈ
ｚの間である。よって、積分処理としては例えば手振れの周波数帯域から十分離れた、例
えば０．１Ｈｚ以上の周波数成分を１階積分する特性になっている。この事を以後、“０
．１Ｈｚ折点１階積分処理”と記す。
【００３０】
　図６及び図７はその説明をする積分特性のボード線図であり、横軸は周波数、縦軸は利
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得及び位相であり、手振れの帯域を矢印４０４で示す。尚、利得は角速度計４８０７ｐの
出力信号に対するＨＰＦ積分フィルタ３０１の出力比をデシベル表示で示している。
【００３１】
　ここで、図６の“１Ｈｚ折点１階積分処理”では、利得６０１は１Ｈｚ以上の周波数に
おいては周波数に比例して利得が小さくなる１階積分特性が得られている。しかし、手振
れの下限周波数である１Ｈｚにおいても利得が－６ｄｂ減少し、位相６０２も矢印６０３
で示す様に１Ｈｚでは４５度進んでいる。すなわち、１Ｈｚの手振れはその検出精度が低
く、十分な画像振れ補正が出来ない。ここで、上記１Ｈｚにおいても利得が－６ｄｂ減少
する、との記載の補足説明をする。０．０１Ｈｚや０．１Ｈｚなど積分しない周波数では
－１６ｄｂである。１Ｈｚから積分を開始するのであれば１Ｈｚでも－１６ｄｂである筈
なのに、実際には１Ｈｚで－２２ｄｂになっている。すなわち、１Ｈｚでは６ｄｂ分更に
利得が低くなってしまっている（利得が－６ｄｂ減少している）ことを意味する。
【００３２】
　それに対し、図７に示す“０．１Ｈｚ折点１階積分処理”では、利得７０１は手振れの
下限周波数である１Ｈｚでは僅かの減少で、且つ、位相７０２も矢印７０３で示す様に１
Ｈｚでは５度の進みで済んでいる。そのため、１Ｈｚの手振れに対しても精度よい振れ補
正が出来る。この事をボード線図ではなく、実際の手振れと、角速度計４８０７ｐが検出
する手振れと補正残りの波形を用いて説明する。
【００３３】
　図８は手振れの波形及びその処理結果を時間軸で示した図である。横軸は時間、縦軸は
上段より実際の手振れ角度、角速度計４８０７ｐの検出する手振れ角速度、ＨＰＦ後の手
振れ角速度、ＨＰＦ後の角速度出力を積分した積分角度、実際の手振れ角度と積分角度の
差である補正残りである。
【００３４】
　波形８０１は、実際の手振れの下限周波数である１Ｈｚの振れ角度である。そして、そ
の振れが入力されることで角速度計４８０７ｐが検出する角速度を、波形８０２で示して
いる。ここで実際の角速度計４８０７ｐの出力にはＤＣバイアス成分や長期ドリフト成分
が重畳しているので、前述した様に“１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ処理”により上記ノイズ成分
を減衰させると、波形８０３となる。
【００３５】
　波形８０３は波形８０２に比べて振幅が半減し、位相も４５度進んでしまう。これは前
述した様に手振れ下限周波数である１Ｈｚの波形を“１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ処理”したこ
とによる影響である。そして、この波形８０３を前述した様に“１Ｈｚ折点１階積分処理
”を行うと、波形８０４となる。ここでも同様の理由で振幅の半減と位相のずれが生じ、
実際の振れ角度波形８０１と比較すると振幅が大きく減衰し、位相も９０度進んでしまう
。位相がこのように９０度進むのは、１次ＨＰＦで４５度進み、且つ１階積分時に４５度
進むためにそれらの合計として位相が９０度進むことによる。
【００３６】
　波形８０５は実際の振れ角度波形８０１から演算で求めた積分角度の差であり、補正残
りに相当するが、その振幅は実際の振れ角度波形８０１の振幅と殆ど差が無い。即ち、こ
の周波数の振れに関しては画像振れ補正は殆ど出来ない。
【００３７】
　同様の波形を、今度は“０．１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ”及び“０．１Ｈｚ折点１階積分処
理”した場合を図９に示す。図９においても、横軸は時間、縦軸は上段より実際の手振れ
角度、角速度計４８０７ｐの検出する手振れ角速度、ＨＰＦ後の手振れ角速度、ＨＰＦ後
の角速度出力を積分した積分角度、実際の手振れ角度と積分角度の差である補正残りであ
る。
波形９０１は、実際の振れの下限周波数である１Ｈｚの振れ角度である。そして、その振
れが入力される事で角速度計４８０７ｐが検出する角速度を、波形９０２で示している。
ここで、実際の角速度計４８０７ｐの出力にはＤＣバイアス成分や長期ドリフト成分が重
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畳しているので、前述した様に“０．１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ処理”により上記ノイズ成分
を減衰させると、波形９０３となる。
【００３８】
　波形９０３は波形９０２に比べても振幅変化は少なく、位相も５度の進みで収まってい
る。これは前述した様に手振れ下限周波数である１Ｈｚの波形に対して十分低い周波数で
ある“０．１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ”で角速度信号を処理したことによる。そして、この波
形９０３を前述した様に“０．１Ｈｚ折点１階積分処理”を行うと、波形９０４となる。
ここでも同様の理由で振幅の減衰は少なく、実際の振れ角度波形９０１と比較すると、位
相も１０度の進みで収まっている。このように位相が１０度進むのは、１階ＨＰＦで５度
進み、且つ積分時に５度進むためにそれらの合計として位相が１０度進むことによる。
【００３９】
　波形９０５は実際の振れ角度波形９０１から演算で求めた積分角度の差であり、補正残
りに相当する。その補正残りの振幅は実際の振れ角度波形９０１の振幅の約１／４に減衰
している。即ち、ＨＰＦ及び積分を手振れ下限周波数より十分低い周波数帯域より処理す
ることで、画像振れ補正の効果を得ることが出来る。
【００４０】
　図３に戻って、ＨＰＦ積分フィルタ３０１の出力（角度信号θ）は敏感度調整部３０３
に入力される。敏感度調整部３０３は、フォーカスエンコーダやズームエンコーダよりレ
ンズＣＰＵ４８０８に入力されるズーム、フォーカス情報３０２およびそれらより求まる
撮影倍率に基づいてＨＰＦ積分フィルタ３０１の出力を増幅し、角度振れ補正目標値にす
る。これはレンズのフォーカスやズームなどの光学状態の変化により振れ補正部４８０６
の振れ補正ストロークに対するカメラ像面での振れ補正敏感度が変化することを補正する
ためである。
【００４１】
　レンズＣＰＵ４８０８は、求まった角度振れ補正目標値を駆動部４８０９に出力し、振
れ補正部４８０６を駆動することで画像振れ補正を行わせる。
【００４２】
　以上が、従来行われている角度振れ補正の概略構成である。
【００４３】
　これに対し、本発明の実施例１においては、角度振れ補正目標値に、後述する平行振れ
補正目標値を加算して、振れ補正部４８０６を駆動するようにしている。
【００４４】
　図１０は、振れ補正処理全体の周波数特性を示す図であり、横軸は周波数、縦軸は手振
れ角度に対する振れ補正部４８０６の補正動作の比をデシベル表示で示した利得およびそ
の位相を示す。尚、図６及び図７では、手振れ角速度に対するその積分値の周波数特性の
為に手振れ周波数帯域４０４において利得は周波数に比例して減衰し、位相は９０度遅れ
ている。これに対し、図１０においては、手振れ角度に対する角度振れ補正目標値（角速
度計４８０７ｐで検出された振れを演算で求めた振れ角度）の周波数特性であり、角度と
角度の比較になるので、手振れ周波数帯域では利得は略一定で、位相も略ゼロとなる。
【００４５】
　図１０において、波形１００１において低周波領域（０．１Ｈｚ近辺より低い周波数）
が減衰しているのは、前述した“０．１Ｈｚ折点１次ＨＰＦ”及び“０．１Ｈｚ折点１階
積分処理”による。
【００４６】
　前述した様に図６及び図７とは比較の対象が異なるので（図６及び図７では、角度と角
速度、図１０では角度と角度）、図１０の積分処理は０．１Ｈｚ以下を減衰させる、ＨＰ
Ｆと同様な波形となる。また、波形１００１において高周波領域（１００Ｈｚ近辺より高
い周波数）が減衰しているのは、振れ補正部４８０６のメカニカルな応答特性による。
【００４７】
　このように手振れ補正帯域は、ＨＰＦ、積分処理とメカニカルな応答により設定され、
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矢印４０４で示す手振れ帯域の画像振れ補正を行っている。前述した様にＨＰＦ、積分処
理の折点が手振れ周波数帯域に近い場合ばかりでなく、メカニカルな応答特性がよくない
場合（例えば１０Ｈｚ以上は応答しないような振れ補正部）にも、精度よい画像振れ補正
は行えない。そのため、手振れ帯域に合わせてＨＰＦや積分の演算処理やメカニカルな応
答を高精度に設定している。
【００４８】
　図３に戻って、次に、平行振れ補正の構成について説明する。
角速度計４８０７ｐの出力はレンズＣＰＵ４８０８に取り込まれる。そして、その出力は
ＨＰＦ積分フィルタ３１０に入力され、ＨＰＦ（ハイパスフィルタ或いは高域透過フィル
タ）でＤＣ成分をカットされた後に、積分されて角速度出力ωは角度出力θに変換される
。尚、ＨＰＦ積分フィルタ３１０における積分折点は、ＨＰＦ積分フィルタ３０１とは異
なっており、その理由は後述する。
【００４９】
　ＨＰＦ積分フィルタ３１０の出力は利得調整フィルタ（以下、利得調整部）３１１に入
力される。この利得調整部３１１の役割についても後述する。利得調整部３１１の出力は
後述する出力補正部３０９により補正され、平行振れ補正目標値とされて、前述した角度
振れ補正目標値に加算される。
【００５０】
　また、上記処理と同時に、角速度計４８０７ｐの出力はＨＰＦ位相調整フィルタ（以下
、ＨＰＦ位相調整部）３０４に入力され、角速度計４８０７ｐの出力に重畳するＤＣ成分
をカットされると共にその信号の位相調整が行われる。この時のＨＰＦ折点および位相調
整に関する詳細は後述する。ＨＰＦ位相調整部３０４の出力は帯域透過手段である角速度
計ＢＰＦ部（バンドパスフィルタ或いは帯域透過フィルタ）３０６で所定帯域の周波数成
分のみ抽出される。
【００５１】
　加速度計１０１ｐの出力はＨＰＦ積分フィルタ３０５に入力され、加速度計１０１ｐに
重畳するＤＣ成分がカットされると共に１階積分して速度Ｖに変換される。この時のＨＰ
Ｆおよび積分折点に関する詳細は後述する。ＨＰＦ積分フィルタ３０５の出力は帯域透過
手段である加速度計ＢＰＦ部（バンドパスフィルタ或いは帯域透過フィルタ）３０７で所
定帯域の周波数成分のみ抽出される。
【００５２】
　角速度計ＢＰＦ部３０６及び加速度計ＢＰＦ部３０７の出力は、比較部３０８で比較さ
れ、利得調整部３１１の出力を補正する補正値（補正係数）が算出される。
【００５３】
　出力補正部３０９にはズーム、フォーカス情報３０２も入力されており、ズーム、フォ
ーカス情報３０２より撮影倍率を演算し、求められた撮影倍率及び前述した補正値に基づ
いて利得調整部３１１の出力を補正して、平行振れ補正目標値にする。求められた平行振
れ補正目標値は前述した角度振れ補正目標値に加算され、駆動部４８０９に出力される。
これにより、振れ補正部４８０６が駆動部４８０９により駆動され、角度振れと平行振れ
の両者の画像振れが補正されることになる。
【００５４】
　以上において、先ず比較部３０８から出力される補正値について説明する。
【００５５】
　図１１はカメラに加わる角度振れ４８０３ｐと平行振れ１０１ｐｂを示した図である。
撮影レンズ４８０１内の撮像光学系の主点位置における平行振れＹ（１０１ｐｂ）と角度
振れθ（４８０３ｐ）と回転中心Ｏ（１１０２ｐ）を定めた場合の回転半径Ｌ（１１０１
ｐ）の関係は、以下の（１），（２）式にて表せる。
【００５６】
　　Ｙ＝Ｌθ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（１）
　　Ｖ＝Ｌω　　　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（２）
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尚、回転半径Ｌ（１１０１ｐ）は、回転中心１１０２ｐから加速度計１０１ｐまでの距離
である。
【００５７】
　ここで、（１）式は、加速度計１０１ｐの出力を２階積分して変位Ｙを求め、又角速度
計４８０７ｐの出力を１階積分して角度θを求めた場合の回転半径Ｌである。（２）式は
、加速度計１０１ｐの出力を１階積分して速度Ｖを求め、又角速度計４８０７ｐの出力よ
り角速度ωを求めた場合の回転半径Ｌである。これら式（１），（２）いずれの方法でも
回転半径Ｌを求めることができる。
【００５８】
　撮像光学系の主点の位置における平行振れＹと撮像光学系の振れ角度θ及び撮像光学系
の焦点距離ｆと撮影倍率βより撮像面に生ずる振れδは、以下の式（３）で求められる。
【００５９】
　　δ＝（１＋β）ｆθ＋βY　　　　　　　　　　　　　………………（３）
ここで、右辺第１項のｆ，βは撮像光学系のズーム、フォーカス及びそれにより得られる
撮影倍率βや焦点距離情報ｆより求まり、振れ角度θは角速度計４８０７ｐの積分結果よ
り求まる。よって、その情報に応じて、図３を用いて説明したように角度振れ補正を行う
ことができる。
【００６０】
　また、右辺第２項に関しては、加速度計１０１ｐの２階積分値Ｙとズーム、フォーカス
、及びそれにより得られる撮影倍率βにより求まるので、その情報に応じて、図３を用い
て説明したように平行振れ補正を行うことが出来る。
【００６１】
　しかし、本実施例１においては、式（３）を、以下の式（４）の様に書き直した振れδ
に対して画像振れ補正を行っている。
【００６２】
　　δ＝（１＋β）ｆθ＋βＬθ　　　　　　　　　　　………………（４）
即ち、平行振れに関しては、加速度計１０１ｐより直接求まる平行振れ変位Ｙを用いるの
ではない。一旦式（１）或いは式（２）で求まる回転半径Ｌを求め、この回転半径Ｌと角
速度計４８０７ｐの出力の積分結果（θ）とズーム、フォーカス及びそれにより得られる
撮影倍率βにより補正している。尚、式（４）の右辺第１項が角度振れ補正目標値、右辺
第２項が平行振れ補正目標値である。
【００６３】
　ここで、加速度計１０１ｐは撮像光学系のレンズ主点位置に配置されており、回転半径
Ｌ（１１０１ｐ）は回転中心１１０２ｐから撮像光学系のレンズ主点位置までの距離に等
しい。加速度計１０１ｐの出力を２階積分すれば値Ｙが求まるので、式（３）を利用して
平行振れ補正を行えば良いのに、式（４）を用いて平行振れ補正を行う理由を以下に説明
する。
【００６４】
　図１２は加速度計１０１ｐの信号検出系を示すブロック図であり、図１１のように回転
中心１１０２ｐを中心とした振れ角度θの入力時におけるレンズ主点位置の平行振れ変位
Ｙ（１０１ｐｂ）の関係を示している。
【００６５】
　今、振れ角度θが入力されると、加速度計１０１ｐはその傾きによる重力成分の変動も
検出する。そして、振れ角度θが大きくない範囲では重力変動により出力される重力加速
度α１（回路部１２０１の出力）は振れ角度θに比例する。
【００６６】
　また、振れ角度θに、図１１の回転半径Ｌ（１１０１ｐ）を乗じた結果が平行振れ変位
Ｙ’（回路部１２０２の出力）であり、この平行振れ変位Ｙ’を回路部１２０３にて２階
微分した平行振れ加速度α２を加速度計１０１ｐは出力する。
【００６７】
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　更に、加速度計１０１ｐの出力にはノイズも重畳している。ノイズの種類は周波数によ
らず一定のノイズや周波数に関係するノイズなどがあるが、ここでは周波数に依存しない
ノイズであり、且つ振れ角度θに比例するノイズとして取り扱うものとする。ここではノ
イズ用の回路部１２０４がノイズ加速度α３を出力する。
【００６８】
　上記の各加速度α１，α２，α３の合計が加速度計１０１ｐの出力となり、これが回路
部１２０５により２階積分され、平行振れ変位Ｙが得られる。
【００６９】
　今、重力加速度比例項をＧ、回転半径をＬ、ノイズ比例項をｋ、角周波数をωとすると
、図１２の信号検出系は、以下の式（５）で表せる。

【００７０】
　右辺の第１項は加速度出力と重力加速度出力の項であり、第２項はノイズ項である。
【００７１】
　ここで、加速度出力と重力加速度出力は共に振れ角度θの位相と関連しており、ノイズ
に関しては振れ角度θの位相と関連していないので、式（５）の右辺は２つの項に分けて
示しているが、簡略化の為に各項の位相を無視すると以下の式（６）となる。

【００７２】
　即ち、平行振れの変位は式（７）の等式（式（６）の結果がゼロになる各周波数）が成
り立つ各周波数を境に低周波側は重力加速度とノイズが支配的になり、高周波側でのみ正
確な平行振れの変位が計測できる。
【００７３】
　今までの計測結果などより、仮に回転半径Ｌ等の量を当てはめた場合の式（６）のボー
ド線図を、図１３に示す。図１３において、横軸は周波数、縦軸は入力振れ角度θに対す
る加速度計１０１ｐが検出した平行振れ変位Ｙの利得であり、スケールは「倍」、即ち１
倍の時は入力振れ角度θに対して正確に平行振れＹを求められている事を示す。
【００７４】
　ここで、利得１３０１が１．３Ｈｚで極めて小さくなっているのは、加速度計１０１ｐ
が検出する平行振れ加速度が重力加速度とノイズで相殺されている為である。そして、そ
れより低い周波数帯域では低周波になる程加速度計出力が大きくなっており、これは重力
加速度やノイズが支配項になる為である。
【００７５】
　一方、矢印１３０２で示すように、この周波数より高周波側では加速度計１０１ｐの出
力の信頼性は高くなっている。
【００７６】
　今、手振れの帯域は矢印４０４で示す様に１Ｈｚから１０Ｈｚであり、既に重力加速度
やノイズの影響がある帯域になっているため、加速度計１０１ｐを用いて平行振れを検出
することが出来ない。
【００７７】



(11) JP 5031690 B2 2012.9.19

10

20

30

40

50

　そこで、矢印１３０２で示す加速度計１０１ｐの信頼できる帯域を用いて平行振れを検
出する事を考えると、式（３）の代わりに式（４）を用いる。つまり、加速度出力１階積
分値と角速度出力の比較、或いは加速度出力２階積分値と角速度出力１階積分値の比較に
より回転半径Ｌを求め、その回転半径Ｌと角速度出力より平行振れ成分を求める計算式を
採用している。
【００７８】
　回転半径Ｌを求める時には、加速度計１０１ｐの出力と角速度計４８０７ｐの出力を比
較（加速度出力を角速度出力で割る）してゆく訳である。しかしここで、加速度出力、角
速度出力は図１３の矢印１３０２の帯域のみ抽出して比較することで、上述した重力加速
度やノイズの影響を緩和している。
【００７９】
　図３に戻り、角速度計ＢＰＦ部３０６及び加速度計ＢＰＦ部３０７はともに５Ｈｚのみ
抽出する同一の帯域透過フィルタであり、その特性を図１４に示す。図１４において、横
軸は周波数、縦軸は入力されるＨＰＦ位相調整部３０４の出力或いはＨＰＦ積分フィルタ
３０５の出力に対する角速度計ＢＰＦ部３０６或いは加速度計ＢＰＦ部の出力比の利得で
あり、デシベル表示で示している。
【００８０】
　ここで、このフィルタ特性は、５Ｈｚの信号は透過（０デシベルなので、入力信号がそ
のまま出力される）、０．５Ｈｚの信号や５０Ｈｚの信号は減衰（－２０デシベルなので
、１０分の１に減衰）する特性になっている。勿論、抽出する周波数をより特定する為に
高次のフィルタを用いてもよい。例えば２次のＢＰＦフィルタを用いて、図１５の利得１
５０１の様に、５Ｈｚの信号は透過（０デシベルなので、入力信号がそのまま出力される
）、０．５Ｈｚの信号や５０Ｈｚの信号は減衰（－４０デシベルなので、１００分の１に
減衰）する特性にしてもよい。
【００８１】
　位相は、５Ｈｚに関しては入力に対する出力位相はゼロであり、その前後においては大
きく変化してしまう。しかし、角速度計ＢＰＦ部３０６、加速度計ＢＰＦ部３０７の互い
の出力結果を比較する目的であるので、角速度計ＢＰＦ部３０６、加速度計ＢＰＦ部３０
７ともに位相の変化が同じであれば問題は生じない。
【００８２】
　ＨＰＦ位相調整部３０４及びＨＰＦ積分フィルタ３０５の折点に関しても、角速度出力
と速度出力を比較するだけであれば、ＨＰＦ積分フィルタ３０１と折点を揃える必要は無
い。よって、ＨＰＦ折点はより高周波側（例えば１Ｈｚ）に設けてＤＣカット能力を大き
くし、積分に関しても折点をより高周波側（例えば１Ｈｚ）に設けることができる。
【００８３】
　一般にＨＰＦや積分は折点が低周波になる程安定までの時間が必要になるが、上記の様
に折点を高周波側に設定することで、安定時間を短縮する事ができる。但し、比較精度を
向上させる為に、ＨＰＦ位相調整部３０４により生じる位相変化とＨＰＦ積分フィルタ３
０５で生じる位相変化は同一にしておくことが好ましい。
【００８４】
　図１６はＨＰＦ積分フィルタ３０５の特性を示すボード線図であり、このフィルタ処理
により加速度計１０１ｐの出力（加速度計出力）はＨＰＦでＤＣ成分がカットされ、積分
されて速度に変換される。図１６において、横軸は周波数、縦軸は加速度出力に対するＨ
ＰＦ積分フィルタ３０５の出力比の利得であり、デシベル表示をしている。
【００８５】
　利得１６０１は１Ｈｚ以下の低い周波数が減衰され、１Ｈｚ以上の高い周波数は積分（
周波数に比例して利得が減少する）される特性になっている。ここで、次の加速度計ＢＰ
Ｆ部３０７で抽出すべき５Ｈｚの周波数にのみ着目する。位相１６０２は５Ｈｚにおいて
－９０度（積分後の理想位相）に対して矢印１６０３に示す様に２３度遅れが足りていな
い。そのため、ＨＰＦ位相調整部３０４においても同様に５Ｈｚで２３度遅れが足りなけ
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れば比較上、好都合になる。
【００８６】
　図１７はＨＰＦ位相調整部３０４の特性を示すボード線図であり、このフィルタ処理に
より角速度計４８０７ｐの出力（角速度計出力）はＨＰＦでＤＣ成分がカットされる。図
１７において、横軸は周波数、縦軸は角速度計出力に対するＨＰＦ位相調整部３０４の出
力比の利得であり、デシベル表示をしている。
【００８７】
　利得１７０１は１Ｈｚ以下の低い周波数が減衰される特性になっている。ここで、次の
角速度計ＢＰＦ部３０６で抽出すべき５Ｈｚの周波数にのみ着目する。位相１７０２は５
Ｈｚにおいて矢印１７０３に示す様に２３度進んでおり、ＨＰＦ積分フィルタ３０５で生
じる位相変化と同一になっている。これは位相調整として更にＨＰＦを追加した２次のＨ
ＰＦになっている為である。
【００８８】
　仮に位相調整を省き、ＨＰＦ積分フィルタ３０５のＨＰＦと同様に１次のＨＰＦを用い
るとする。すると、図１８のように、５Ｈｚの位相１８０２は５Ｈｚにおいて矢印１８０
３に示す様に１１度の進みとなり、ＨＰＦ積分フィルタ３０５の位相ずれが２３度と異な
ってしまう。そのため、位相調整として更にＨＰＦを追加して、加速度出力のＨＰＦ積分
フィルタ３０５による位相ずれと角速度出力のＨＰＦ位相調整部３０４の位相ずれを揃え
ている。
【００８９】
　以上説明したように、図１０で示される周波数域（これを第２周波数域とも記す）より
も図１４及び図１５に示す狭い周波数域（これを第１周波数域とも記す）で角速度計４８
０７ｐと加速度計１０１ｐを比較している。このため、加速度出力に重畳する重力成分や
ノイズなどの誤差を減衰させた状態で角速度出力と精度よく比較できる。
【００９０】
　図３に戻り、比較部３０８は、角速度計ＢＰＦ部３０６の出力ωと加速度計ＢＰＦ部３
０７の出力Ｖとを比較して、以下の式（８）
　　　Ｌ＝Ｖ／ω　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（８）
に示すように回転半径Ｌを求める。
【００９１】
　そして、求められた回転半径Ｌを利用して、上記式（４）で示した計算式で画像振れ補
正を行うことになる。そのために比較部３０８で求められた回転半径Ｌを利得調整部３１
１の出力に乗じて、出力補正部３０９にて平行振れ補正目標値とする。
【００９２】
　ここで、式（４）でわかる様に、回転半径Ｌと手振れの角度出力（振れ角度θ）と撮影
倍率β（ズーム、フォーカス情報３０２より求まる）で、図１９のように、ＨＰＦ積分フ
ィルタ３０１の出力に直接回転半径Ｌを補正値として乗じても良さそうである。しかし、
そうではなく図３のように平行振れ補正専用にＨＰＦ積分フィルタ３１０及び利得調整部
３１１を設けている点を以下に説明する。
【００９３】
　まず、図３の利得調整部３１１の役割を説明する。
【００９４】
　式（８）により回転半径Ｌは求まるのであるが、厳密には抽出する周波数毎に回転半径
Ｌは異なってくる。図２０は、図３の角速度計ＢＰＦ部３０６及び加速度計ＢＰＦ部３０
７の抽出周波数を１Ｈｚから１０Ｈｚまで変化させたときの回転半径Ｌの変化を示してい
る。図２０において、横軸は周波数、縦軸は５Ｈｚの回転半径Ｌを基準とした時の各周波
数における回転半径Ｌの比をデシベル表示している。
【００９５】
　回転半径Ｌの変化２００１は周波数に比例して減少しており、これは高周波の振れはカ
メラと被写体の接点が中心になっており（例えば顔）、周波数が低くなる程に回転中心Ｌ
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が肘、腰と遠ざかってゆく事を示している。その為に回転半径Ｌは周波数毎に用意する必
要がでてくる。
【００９６】
　しかしながら、出力補正部３０９にて角速度積分出力に乗じることが出来る補正値は複
数用意できない。よって、利得調整部３１１では、ＨＰＦ積分フィルタ３１０の角速度積
分出力（振れ角度θ）側に周波数に応じた図２１の特性を持たせ、一定の補正値を乗じて
も周波数毎に最適な平行振れ補正目標値が得られるようにしている。即ち、補正値として
乗じる回転半径Ｌの変化（周波数依存性）を、乗じられる角速度計４８０７ｐの積分出力
側で利得調整部３１１により見かけ上持たせるように調整している。
【００９７】
　図２１は利得調整部３１１のボード線図であり、横軸は周波数、縦軸はＨＰＦ積分フィ
ルタ３１０の出力に対する利得調整部３１１の出力比のデシベル表示と位相である。
【００９８】
　ここで、利得２１０１は高周波になる程出力がほぼ比例して減衰する特性になっている
。例えば一定の補正値として５Ｈｚ抽出時の回転半径Ｌを利得調整部３１１の出力に出力
補正部３０９が乗じた結果は、ＨＰＦ積分フィルタ３１０に対して周波数毎に図２０で示
すような異なる回転半径Ｌを乗じた場合に近い結果を得ることができる。つまり、図２０
に示されるような回転半径Ｌの周波数依存性を見かけ上持たせることができる。
【００９９】
　しかしながら、ＨＰＦ積分フィルタ３０１とＨＰＦ積分フィルタ３１０の周波数特性が
同じ場合には、図２１の位相２１０２を見ると、手振れ帯域４０４において大きくずれて
おり、例えば１Ｈｚにおいては１８度位相が遅れてしまう。そこで、その位相遅れを相殺
する為にＨＰＦ積分フィルタ３１０の周波数特性をＨＰＦ積分フィルタ３０１の周波数特
性とは異ならせている。
【０１００】
　前述した様に、ＨＰＦ積分フィルタ３０１の折点は、ＨＰＦ、積分とも０．１Ｈｚに設
定して、手振れ下限周波数である１Ｈｚの位相ずれを小さくしている。それに対して、Ｈ
ＰＦ積分フィルタ３１０の積分折点は０．５Ｈｚに設定している。
【０１０１】
　図２２はＨＰＦ積分フィルタ３１０のボード線図であり、横軸は周波数、縦軸は角速度
計出力に対するＨＰＦ積分フィルタ３１０の出力比のデシベル表示と位相である。
【０１０２】
　ここで、利得２２０１は手振れ帯域４０４では十分な積分特性（周波数に比例して出力
が減衰）を得られている。しかし、位相２２０２は、矢印２２０３に示す様に、手振れ下
限周波数で３４度位相遅れが足りない（実際は位相遅れが９０度にならなくてはいけない
のが、位相が５６度しか遅れていない）。
【０１０３】
　しかしながら、ＨＰＦ積分フィルタ３１０と利得調整部３１１の両者と透過した角速度
計の信号は、利得調整部３１１の利得調整による位相遅れがＨＰＦ積分フィルタ３１０の
位相遅れ不足分を相殺する。
【０１０４】
　図２３はＨＰＦ積分フィルタ３１０と利得調整部３１１の両者と透過した特性のボード
線図であり、横軸は周波数、縦軸は角速度計出力に対する利得調整部３１１出力比のデシ
ベル表示と位相である。
【０１０５】
　ここで、利得２３０１は手振れ帯域４０４では十分な積分特性（周波数に比例して出力
が減衰）プラス回転半径の周波数依存を補正する特性が得られており、位相２３０２も矢
印２３０３に示すように手振れ下限周波数で１６度の位相不足で済んでいる。
【０１０６】
　このように、一定の補正値として５Ｈｚ抽出時の回転半径Ｌを利得調整部３１１の出力
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０で示すような異なる回転半径Ｌを乗じた場合に近い結果を得ることができる。
【０１０７】
　図３で示したように、角速度計ＢＰＦ部３０６と加速度計ＢＰＦ部３０７を設けている
。そして、図１０で示される振れ補正の為の周波数域（第２周波数域）よりも、図１４及
び１５に示す狭い周波数域（第１周波数域）で角速度計４８０７ｐと加速度計１０１ｐを
比較している。その為に、加速度出力に重畳する重力成分やノイズなどの誤差を減衰させ
た状態で角速度出力と精度よく比較できる。
【０１０８】
　また、角速度計４８０７ｐの出力に基づいて角度振れ補正目標値と平行振れ補正目標値
を演算する訳である。しかし、図３で示したように、角度振れ補正目標値はＨＰＦ積分フ
ィルタ３０１を用いて演算し、平行振れ補正目標値はＨＰＦ積分フィルタ３１０を用いて
演算している。即ち、角度振れと平行振れで夫々異なる周波数帯域となっており、又、平
行振れ補正目標値の演算は利得調整部３１１を用いることで、角度振れ補正目標値の演算
とは異なる周波数特性を設定している。
【０１０９】
　ここで、角度振れの補正システムは、角速度計４８０７ｐ、ＨＰＦ積分フィルタ３０１
、敏感度調整部３０３、駆動部４８０９、振れ補正部４８０６で構成される。この中で、
ＨＰＦ積分フィルタ３０１、敏感度調整部３０３を第１防振制御手段と呼ぶ。また、平行
振れの補正システムは、角速度計４８０７ｐ、ＨＰＦ積分フィルタ３１０、利得調整部３
１１、出力補正部３０９、駆動部４８０９、振れ補正部４８０６で構成される。この中で
、ＨＰＦ積分フィルタ３１０、利得調整部３１１、出力補正部３０９を第２防振制御手段
と呼ぶ。利得調整部３１１（周波数帯域変更手段）は、第１防振制御手段と第２防振制御
手段の周波数特性を異ならせることによって回転半径Ｌ（補正値）に見かけ上周波数依存
性を持たせるために第２防振制御手段の周波数特性を変更している。このことで、角度振
れの補正精度を劣化させずに、平行振れの補正精度を高めることを可能にしている。
【０１１０】
　これにより、角度振れと平行振れの夫々を精度よく補正できるようになっている。
【０１１１】
　尚、狭い周波数域（第１周波数域）における角速度出力、加速度出力を抽出する方法は
上述したＢＰＦ処理に限られない。
【０１１２】
　図２４は、比較したい周波数における角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐのスペク
トルを公知のフーリエ変換法により求め、その結果を比較部３０８で比較する方式を示し
ている。
【０１１３】
　角速度計フーリエ変換演算部２４０１、加速度計フーリエ変換演算部２４０２は夫々角
速度計出力、加速度計出力に対して、抽出したい周波数成分を乗じて、その結果を積分す
ることでスペクトルを求めている。そして、加速度計１０１ｐのスペクトルは以下の式（
９）、角速度計のスペクトルは以下の式（１０）で表される（後述の位相説明も考慮して
、ここでは複素正弦波で表現しない）。
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【０１１４】
　ここで、ｆは抽出したい周波数であり、例えばｆ＝５Ｈｚ、ｎは整数であり、例えばｎ
＝１である。又、Ｇ（ｔ）、Ｈ（ｔ）は抽出する周波数における夫々速度、角速度のサン
プリングタイミング毎の出力である。この式は抽出したい周波数の整数周期分における正
弦波と余弦波の定積分値の合成を示している。
【０１１５】
　式（９），（１０）の結果を使って速度および角速度を求め、式（８）により回転半径
Ｌを求める事ができる。
【０１１６】
　図３では、加速度計１０１ｐの積分出力（速度）の中で抽出したい周波数成分のみを透
過するＢＰＦを用いて、その周波数成分の速度の大きさを求めている。同様に、角速度計
４８０７ｐの出力の中で抽出したい周波数成分のみを透過するＢＰＦを用いて、その周波
数成分の速度の大きさを求めている。そして、それらの比較で回転半径Ｌを求めている。
【０１１７】
　図２４では、加速度計１０１ｐの積分出力（速度）の中で抽出したい周波数成分のスペ
クトルをフーリエ変換で求め、同様に角速度計４８０７ｐの出力の中で周波数成分のスペ
クトルをフーリエ変換で求めている。そして、それらの比較で回転半径Ｌを求めている。
【０１１８】
　ここで、図２４に示したＨＰＦ位相調整部３０４、ＨＰＦ積分フィルタ３０５の代わり
に、図２５や図２６に示す様に、ＨＰＦ積分位相調整部２５０１，２６０１や、ＨＰＦ２
階積分フィルタ２５０２，２６０２を設ける。そして、角速度計４８０７ｐの出力ωを積
分して角度θとし、加速度計１０１ｐの出力αを２階積分して変位Ｙとして、以下の式（
１１）より回転半径Ｌを求めても良い。
【０１１９】
　　Ｌ＝Ｙ／θ　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（１１）
角速度出力を積分すること及び加速度出力は２階積分することで、高周波成分のノイズの
影響を受け難くなる為に安定して回転半径Ｌを求める事ができる。
【０１２０】
　次に、式（８）或いは式（１１）の結果である回転半径Ｌを実際はどのようにして求め
ているか説明する。尚、ここでは式（８）の様に角速度ωと速度Ｖを比較して回転半径Ｌ
を求める方法について説明し、式（１１）の様に角度θと変位Ｙの比較も処理としては同
様になる為にその説明は省く。
【０１２１】
　まず、ＢＰＦを用いる場合、図２７のように、ＨＰＦ位相調整部３０４の出力波形２７
０１及びＨＰＦ積分フィルタ３０５の出力波形２７０２を一定周期毎にサンプリングし、
その結果を夫々角速度ω１、速度Ｖ１とする。尚、図２７において、横軸時間、縦軸は夫
々ＢＰＦ後の角速度、及び加速度を積分した速度である。
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【０１２２】
　図２７の矢印２７０３，２７０４，２７０５，２７０６，２７０７，２７０８，２７０
９は夫々サンプリング周期である。この周期間の角速度の差ωｎを、矢印２７１０（ω１
），２７１１（ω２），２７１２（ω３），２７１３（ω４），２７１４（ω５），２７
１５（ω６），２７１６（ω７）で示す。同様に、この周期間の速度の差をＶｎとして、
矢印２７１７（Ｖ１），２７１８（Ｖ２），２７１９（Ｖ３），２７２０（Ｖ４），２７
２１（Ｖ５），２７２２（Ｖ６），２７２３（Ｖ７）で示す。
【０１２３】
　サンプリング周期としては抽出周波数の周期の半分を設定しており、例えば抽出周波数
を５Ｈｚとした場合には、０．１秒となる。そして、周期２７０３で得られた角速度の差
ω１及び速度の差Ｖ１より式（８）を用いて回転半径Ｌ１を求める。次のサンプルからも
同様に、角速度ω２、速度Ｖ２より式（８）を用いて回転半径Ｌ２を求める。
【０１２４】
　この様にして順番に回転半径Ｌを求めると同時に、求めた回転半径Ｌを平均することで
、安定した回転半径Ｌを求める。即ち、サンプリングの回数をｎとすると、以下の式（１
２）に示すようにして平均値を求めてゆく。

【０１２５】
　この様にして求めた回転半径Ｌを用いて、上記式（４）を用いて像面上での振れ量を計
算し、画像振れ補正を行う。即ち、式（１２）で求めた回転半径Ｌを、図３の出力補正部
３０９に補正値として出力する。
【０１２６】
　周期毎に回転半径Ｌｉ（例えばＬ１）を用いて、その瞬間の像面振れ量を式（４）で求
めて、その瞬間での画像振れ補正を行うのではなく、各周期で求めた回転中心Ｌの平均値
を求め、その結果より式（４）で像面での振れ量を求めている理由を以下に説明する。
【０１２７】
　角速度出力、加速度出力にはもともとノイズ成分が多く含まれており、そのため、１周
期で求めた回転半径Ｌの信頼性は低くなる。そこで、回転半径Ｌを平均化することで安定
した回転半径Ｌを得ることができる。
【０１２８】
　上記は周期毎にサンプリングした結果で回転半径Ｌを求める方法であるが、その方法に
は限定されず、例えば波形のピークを利用する方法や、波形の面積を利用する方法がある
。
【０１２９】
　図２８は波形のピークを利用する方法であり、横軸は時間、縦軸は夫々ＢＰＦ後の角速
度、及び加速度を積分した速度である。
【０１３０】
　矢印２８０１，２８０２，２８０３は夫々サンプリング周期であり、この周期間の極大
値と極小値の角速度の差ωｎを、矢印２８０４（ω１），２８０５（ω２），２８０６（
ω３）で示す。同様に、この周期間の速度の差をＶｎとして、矢印２８０７（Ｖ１），２
８０８（Ｖ２），２８０９（Ｖ３）で示す。
【０１３１】
　サンプリング周期としては抽出周波数の周期の１周期分を設定しており、例えば抽出周
波数を５Ｈｚとした場合には、０．２秒となる。そして、周期２８０１で得られた角速度
の差ω１及び速度の差Ｖ１より式（８）を用いて回転半径Ｌ１を求める。次のサンプルか
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らも同様に、角速度ω２、速度Ｖ２より式（８）を用いて回転半径Ｌ２を求める。
【０１３２】
　この様にして順番に回転半径Ｌを求めると同時に、求めた回転半径Ｌを式（１２）で平
均することで、安定した回転半径Ｌを求める。
【０１３３】
　図２９は波形の面積を利用する方法であり、横軸は時間、縦軸は夫々ＢＰＦ後の角速度
、及び加速度を積分した速度である。
【０１３４】
　図２９において、２９０１は角速度出力（ＨＰＦ位相調整部３０４の出力）を絶対値化
した波形であり、２９０２は速度出力（ＨＰＦ積分フィルタ３０５の出力）を絶対値化し
た波形である。矢印２９０３はサンプリング期間であり、例えばカメラの主電源を入れて
から撮影を開始するまでの期間である。或いは、カメラのレリーズボタン４８０４ａを半
押ししてから撮影を開始するまで、カメラの姿勢が安定してから被写体への合焦が完了す
るまで、或いは被写体距離が判明するまでの期間である。そして、斜線で示すこの期間内
の波形２９０１の面積２９０４と波形２９０２の面積２９０５を求める。
【０１３５】
　面積２９０４をＳω、面積２９０５をＳｖとすると、それらは以下の式（１３），（１
４）で表すことができる。

【０１３６】
　ここで、Ｔはサンプリング期間２９０３である。このため、回転半径Ｌは以下の式（１
５）で求められる。これは回転半径Ｌの平均値を求めていることになる。

【０１３７】
　この様にサンプリング期間中の面積を用いることで、ノイズや瞬間的な外乱に影響され
ない安定した回転半径Ｌを求める事ができる。
【０１３８】
　次に、ＢＰＦではなく、図２４で示した様にフーリエ変換でスペクトルを求め、その結
果から回転半径Ｌを得る方式について説明する。
【０１３９】
　式（９），（１０）を用いて加速度出力を積分した速度のスペクトルＶＦ、角速度のス
ペクトルωＦを求め、以下の式（１６）で回転半径ＬＦを求める。

【０１４０】
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　ここで、式（９），（１０）におけるｎを例えばｆとして、抽出したい周波数の１周期
分に設定する。即ち、図２８におけるサンプリング期間２８０１，２８０２，２８０３毎
に各スペクトルＶＦ，ωＦに基づいて回転半径ＬＦを算出する。そして、各々の期間で求
められた回転半径ＬＦを平均して、図２４の出力補正部３０９に補正値として出力する。
【０１４１】
　別の方法として、図２９に示してあるサンプリング期間２９０３の間のスペクトルＶＦ
，ωＦを式（９），（１０）で求め、その結果に基づいて式（１６）で回転半径ＬＦを求
めてもよい。この場合には回転半径ＬＦの平均化処理は行わないが、スペクトルＶＦ，ω
Ｆを求める期間が長くなる為に、結果としてスペクトルＶＦ，ωＦは平均化され、安定し
た回転半径Ｌを得ることができる。
【０１４２】
　図３０は、以上説明した角度振れ補正及び平行振れ補正のタイミングチャートであり、
横軸は時間、各々の縦軸は軸上がＨｉ、軸底がＬｏである。
【０１４３】
　図３０において、３００１はカメラ４８０４のメインスイッチの状態（主電源の状態）
を示し、Ｈｉがオン、Ｌｏがオフである。３００２はレリーズボタン４８０４ａの半押し
でオンするスイッチＳ１の状態を示し、Ｈｉがオン（半押し）、Ｌｏがオフ（半押し解除
）である。３００３はレリーズボタン４８０４ａを更に押し込んだ時にオンするスイッチ
Ｓ２の状態を示し、Ｈｉがオン（押し切り）、Ｌｏがオフ（半押し状態）である。
【０１４４】
　３００４はクイックリターンミラー、シャッタ、絞り駆動の各動作、つまり図１の撮像
素子４８０５に被写体情報を蓄積する為に最適な撮影光路を確保する動作を示し、Ｈｉで
動作、Ｌｏで動作停止である。３００５は撮像素子４８０５に被写体情報を蓄積する露光
動作の状態を示し、Ｈｉで動作、Ｌｏで蓄積リセットである。尚、実際には露光動作以外
でも被写体情報を撮像素子４８０５に蓄積し、その画像をカメラの背面モニターなどに表
示する動作もあるが、図３０では含めていない。
【０１４５】
　３００６は不図示のＡＦセンサで撮影レンズ４８０１の撮像光学系を通した被写体光束
の焦点状態を検出する焦点検出動作の状態を示し、Ｈｉで焦点状態検出、Ｌｏで非動作で
ある。３００７は不図示のＡＦセンサの信号を受けて撮影レンズ４８０１の撮像光学系の
一部或いは全てのレンズを繰出して焦点状態を調節するＡＦレンズ駆動の状態を示し、Ｈ
ｉで調節動作、Ｌｏは駆動停止中である。３００８は角速度計４８０７ｐ、加速度計１０
１ｐの検出動作の状態を示し、Ｈｉで動作中、Ｌｏは非動作である。
【０１４６】
　３００９は角速度出力、加速度出力より回転半径Ｌを算出する回転半径検出動作の状態
を示し、Ｈｉは算出期間、Ｌｏは算出中止期間である。３０１０は振れ補正部４８０６を
用いて角度振れを補正する角度振れ補正動作の状態を示し、Ｈｉが補正期間、Ｌｏが非補
正期間である。３０１１は振れ補正部４８０６を用いて平行振れを補正する平行振れ補正
動作の状態を示し、Ｈｉが補正期間、Ｌｏが非補正期間である。
【０１４７】
　以上において、時刻ｔ１に主電源がオンされた時のその後の各要素の動作を、図３０の
タイミングチャートを用いて説明する。
【０１４８】
　時刻ｔ２でレリーズボタン４８０４ａが半押し（スイッチＳ１がオン）される（３００
２）。それに同期して不図示のＡＦセンサが焦点状態の検出を始める（３００６）。又、
角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐが動作を始める（３００８）。尚、撮影者により
レリーズボタン４８０４ａが半押しされていると云う事は、カメラは被写体を狙って安定
状態（カメラに大きな揺れが加わっていない状態）であるので、加速度計１０１ｐ、角速
度計４８０７ｐの安定した演算が行える。そこで、加速度計１０１ｐ、角速度計４８０７
ｐの出力に基づいて回転半径Ｌの演算を始める（３００９）。又、角度振れ補正を始める
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（３０１０）。
【０１４９】
　時刻ｔ３で、不図示のＡＦセンサの信号により撮像光学系の焦点状態が求まると、撮像
光学系の一部或いは全部を繰出して焦点状態の調節を行う（３００７）。この時、回転半
径Ｌを求める演算を中止する（３００９）。これは撮像光学系が駆動中はその駆動振動が
加速度計１０１ｐに加わり、正確な振れ検出が行えない為である。
【０１５０】
　図３などで説明したように、加速度計１０１ｐの出力はある周波数（例えば５Ｈｚ）の
み抽出している。そのため、上述の駆動ノイズはフィルタで減衰されて問題なくなる筈で
あるが、実際にはレンズ駆動の振動が大きすぎて加速度計１０１ｐの出力が飽和してしま
う場合もある。加速度出力が飽和してしまうと、全ての周波数帯域の振動（振れも含む）
が検出できなくなり、加速度計１０１ｐはエラー信号しか出力しない。そのエラー信号で
回転半径Ｌを求めると誤った平行振れ補正を行う可能性がある。
【０１５１】
　そこで、焦点調節の為のレンズ（フォーカスレンズ）駆動中には回転半径Ｌの演算を中
止している。勿論、加速度検出範囲を広い加速度計（大きな加速度も検出可能な加速度計
）を用いてレンズ駆動の振動では飽和が起きないようにすれば良いのである。しかし、そ
のように検出範囲の広い加速度計は手振れのように微小な加速度に関する精度が低い為に
安定した回転半径検出が出来ない。そこで、加速度検出範囲は多少犠牲にしても手振れ検
出精度の高い加速度計を用い、外乱振動入力時の加速度計信号は回転半径演算に用いない
ようにしている。
【０１５２】
　時刻ｔ４では、レンズが目標とする位置に到達し、その駆動を停止する（３００７）。
また、それに同期して不図示のＡＦセンサが再度焦点状態の検出を行い、所望の焦点状態
になったか否かを確認する（３００６）。
【０１５３】
　時刻ｔ５では、ＡＦが所望の焦点状態になった事が確認出来たので、焦点状態検出を終
了する（３００６）。ここで、所望の焦点状態になっていない事が判明した場合には再度
レンズを駆動して焦点状態の再調節を繰り返す。又、所望の焦点状態が確認できた場合に
は回転半径の算出動作を再開する（３００９）。これは、時刻ｔ５以降でレンズ駆動によ
る外乱振動が加速度計に加わる虞がない為である。尚、時刻ｔ５でレンズの駆動が停止し
た時点で、その繰出し量から被写体距離を求める。そして、ズーム状態との関連より撮影
倍率を求めて平行振れ補正目標値に生かす。
【０１５４】
　時刻ｔ６では、レリーズボタン４８０４ａの押し切り動作によりスイッチＳ２がオンす
る（３００３）。それと同期して時刻ｔ９までの間に撮影レンズ４８０１内の絞りやカメ
ラ４８０４のクイックリターンミラーのアップ、シャッタ開が動作する（３００４）。又
、回転半径Ｌの算出を停止する（３００９）。これは、絞りの絞り込みやクイックリター
ンミラーのアップ、シャッタ開の動作に伴う振動により前述した様に加速度計１０１ｐが
飽和してしまい、回転半径Ｌの演算精度を低下させてしまうのを防ぐ為である。
【０１５５】
　時刻ｔ７では、露光を開始する（３００５）。それと同期して平行振れ補正を開始する
（３０１１）。尚、平行振れ補正を行う時の回転半径Ｌは時刻ｔ２からｔ３迄の期間の平
均値及びｔ５からｔ６迄の期間に求めた平均値の更に平均を用いている。
【０１５６】
　時刻ｔ８では、露光を終了する（３００５）。又、平行振れの補正も終了する（３０１
１）。この様に平行振れの補正は露光期間しか行っていない。これは、角度振れの補正に
加えて平行振れの補正を行うと、振れ補正部４８０６の補正ストロークが多く必要となり
、振れ補正部４８０６が大型化して撮影レンズ４８０１が扱い難くなってしまう為である
。その為、露光という短い時間にのみ平行振れ補正を行い、露光終了後は角度振れ補正の
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みに戻す。
【０１５７】
　時刻ｔ８からｔ９の間には、シャッタ閉や絞りの開放、クイックリターンミラーダウン
動作が行われる（３００４）。そして、時刻ｔ９迄の間は回転半径Ｌの算出を停止してい
る（３００９）。これも上述した様に、絞りの開放動作やクイックリターンミラーダウン
、シャッタ閉の動作に伴う振動により前述した様に加速度計が飽和してしまい、回転半径
Ｌの演算精度を低下させてしまうのを防ぐ為である。
【０１５８】
　時刻ｔ９では、回転半径Ｌの算出を再開する（３００９）。時刻ｔ１０では、レリーズ
ボタン４８０４ａの押し切り（スイッチＳ２のオン）が解除され、半押し状態になる（３
００３）。
【０１５９】
　時刻ｔ１１では、再びレリーズボタン４８０４ａの押し切り動作によりスイッチＳ２が
オンする（３００３）。それと同期して時刻ｔ１２までの間に、撮影レンズ４８０１内の
絞りやカメラ４８０４のクイックリターンミラーアップ、シャッタ開が動作する（３００
４）。又、回転半径Ｌの算出を停止する（３００９）。
【０１６０】
　時刻ｔ１２では、露光を開始する（３００５）。それと同期して平行振れ補正を開始す
る（３０１１）。尚、平行振れ補正を行う時の回転半径Ｌは、時刻ｔ２からｔ３迄の期間
の平均値、及び、時刻ｔ５からｔ６迄の期間に求めた平均値、及び、時刻ｔ９からｔ１１
迄の期間の平均値の、更に平均を用いている。この様に、回転半径Ｌはレリーズボタン４
８０４ａの半押し（スイッチＳ１のオン）が継続している間はリセットされず、累積され
て平均が求められる。
【０１６１】
　時刻ｔ１３では、露光を終了する（３００５）。又、平行振れの補正も終了する（３０
１１）。時刻ｔ１３からｔ１４の間にはシャッタ閉や絞りの開放、クイックリターンミラ
ーダウン動作が行われる（３００４）。そして、時刻ｔ１４迄の間は回転半径Ｌの算出を
停止している（３００９）。
【０１６２】
　時刻ｔ１４では、回転半径Ｌの算出を再開する（３００９）。時刻ｔ１５では、レリー
ズボタン４８０４ａの押し切り（スイッチＳ２のオン）が解除され、半押し（スイッチＳ
１のオン）状態になる（３００３）。
【０１６３】
　時刻ｔ１６では、レリーズボタン４８０４ａの半押し（スイッチＳ１のオン）が解除さ
れる（３００２）。それと同期して回転半径Ｌの算出を停止する（３００９）。また、そ
れまで累積して平均を求めてきた回転半径Ｌの値をリセットさせる。それはレリーズボタ
ン４８０４ａを再度半押し（スイッチＳ１がオン）した時点ではカメラの把持の方法など
が異なっている可能性もある為、今まで求めた回転半径Ｌがそのまま平行振れ補正に使え
るか否か分からない為である。再度レリーズボタン４８０４ａの半押しがされた時には、
新たに回転半径Ｌを求め直すことになる。
【０１６４】
　時刻ｔ１６から所定時間（例えば４秒）経過後の時刻ｔ１７では、角速度計４８０７ｐ
、加速度計１０１ｐの動作を停止する（３００８）。又、角度振れ補正も停止する（３０
１０）。時刻ｔ１５で角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐの動作や角度振れ補正を停
止しないのは、再度レリーズボタン４８０４ａの半押し（スイッチＳ１のオン）操作が行
われた時に、角度振れ補正を瞬時に対処する為である。
【０１６５】
　時刻ｔ１８では、カメラの主電源をオフにする（３００１）。
【０１６６】
　上記タイミングチャートには示していないが、回転半径Ｌはカメラの姿勢が大きく変化
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した時も演算を停止しており、それまでの回転半径Ｌの平均に加えないようにしている。
カメラのパンニング操作やその他、大きなカメラの姿勢変化の操作が起きると、その時の
回転半径はカメラを構えて被写体を狙っている時とは異なるので、その時に求まる回転半
径Ｌは平行振れ補正精度を劣化させる虞がある為である。
【０１６７】
　そこで、例えば角速度計４８０７ｐの出力が所定時間（例えば０．５秒）所定以上（例
えば３ｄｅｇ／ｓ）となった場合にはそれまで求めた回転半径Ｌをリセットし、角速度計
４８０７ｐの出力が低くなった時点で新たに回転半径Ｌを求め直している。同様に、加速
度計１０１ｐの出力が所定時間（例えば０．５秒）所定変化以上（例えば０．２Ｇ）とな
った場合にはカメラの姿勢が大きく変化したと判定する。そして、それまで求めた回転半
径Ｌをリセットし、加速度計１０１ｐの出力変化が小さくなった時点で新たに回転半径Ｌ
を求め直している。
【０１６８】
　尚、時刻ｔ２で回転半径Ｌの検出をはじめてから直ぐに時刻ｔ６でレリーズボタン４８
０４ａの押し切りが行われてしまい、回転半径Ｌの算出が十分に行えない場合もある。そ
のような時には予め与えられている回転半径Ｌを用いて平行振れの補正を行う。
【０１６９】
　前述した様に手振れの回転中心は周波数毎に異なり、高周波はカメラの接眼部、低周波
は撮影者の腰近傍であり、周波数毎に異なる回転半径を処理する為に図２１で示した様な
特性の利得調整部３１１を用いている。
【０１７０】
　ここで、５Ｈｚ近傍の振れの回転中心は凡そカメラの接眼部近傍である為に、回転半径
Ｌが不明の時には、図３１に示す様に、初期値としてカメラの接眼部から撮像光学系の主
点位置までの距離を回転半径３１０１として設定する。
【０１７１】
　尚、ここでカメラの接眼部は矢印３１０２の位置であるが、その位置における光軸３１
０３との交点を回転中心３１０４とし、回転中心３１０４と撮像光学系の主点位置３１０
５迄の距離を回転半径３１０１としている。これは振れ補正部が補正する方向が光軸３１
０３と直交する方向であるため、その方向の平行振れ成分のみ補正するためである。
【０１７２】
　ここで、時刻ｔ２でレリーズボタン４８０４ａの半押しから直ぐに時刻ｔ６でレリーズ
ボタン４８０４ａの押し切りが行われたとする。この場合は、その初期値を用いて平行振
れの補正を行い、時刻ｔ２でレリーズボタン４８０４ａの半押しからｔ６でレリーズボタ
ン４８０４ａの押し切り迄時間がある場合には算出した回転半径Ｌを用いる。
【０１７３】
　また、算出した回転半径Ｌがカメラの把持状態などの影響で大きく変動する場合がある
。　例えばカメラを手振れが極めて少ない状態で把持した場合には、手振れが無い為に角
速度計の出力は極めて小さい。この様な時に加速度計１０１ｐを積分した速度出力にＤＣ
バイアス成分などが重畳し、所定の出力があった場合には、式（８）で求まる回転半径Ｌ
は極めて大きな値になってしまう。このような時は算出した回転半径Ｌは用いず、回転半
径初期値を用いて平行振れ補正を行う。即ち、角速度出力が極めて小さい場合や、求めた
回転半径が所定以上（例えば撮像光学系の主点位置から撮影者の腰までの距離以上）の場
合には、回転半径Ｌとして初期値を用いて平行振れ補正を行う。
【０１７４】
　図３２は、以上の構成を説明するフローチャートであり、このフローはカメラの主電源
オンでスタートする。
【０１７５】
　尚、本発明の主要な構成を分かり易く説明する為に、カメラに設けられる多用な制御動
作（例えば、バッテリチェックや測光、測距、ＡＦの為のレンズ駆動、ストロボ充電、そ
して撮影の為の操作、動作など）は省いている。また、以下のフローにおいては、カメラ
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の角度振れ４８０３ｐを角速度計４８０７ｐで、平行振れ１０１ｐｂを加速度計１０１ｐ
で、それぞれ検出する場合を例に説明を進める。しかし、カメラの角度振れ４８０３ｙを
角速度計４８０７ｙで、平行振れ１０１ｙｂを加速度計１０１ｙで、それぞれ検出する場
合も同様のフローになる。更に、このフローはいかなるステップへ進んでいようと、カメ
ラの主電源オフで終了するものとする。
【０１７６】
　図３２において、ステップ＃３２０１では、レリーズボタン４８０４ａの半押し（スイ
ッチＳ１のオン）を待機しており、半押しされるとステップ＃３２０２へ進み、角速度計
４８０７ｐ、加速度計１０１ｐを作動させて振れ検出を始める。また、同時に不図示のＡ
Ｆセンサを作動させて焦点状態の検出を始める。ここで、レリーズボタン４８０４ａの半
押し操作後に上記作動を行うのは、レリーズボタン４８０４ａの半押し操作が行われるま
では撮影者はカメラを被写体に向かって構え、カメラが安定状態にある為である。
【０１７７】
　次のステップ＃３２０３では、角速度計９３ｐの角度振れ補正目標値がほぼ得られたか
否かを判定し、得られた場合はステップ＃３２０４へ進む。一方、得られなかった場合は
ステップ＃３２２８へと進む。これは、角速度計４８０７ｐの積分出力（図３のＨＰＦ積
分フィルタ３０１の出力）が安定するのに多少の時間（例えば０．５秒）が必要な為に、
それ迄は角度振れ補正を行わないようするためである。
【０１７８】
　次のステップ＃３２０４では、振れ補正部４８０６を駆動して角度振れのみの補正動作
を開始する（ここでは平行振れの補正は行わない）。そして、次のステップ＃３２０５に
て、ＡＦが完了しているか否かを判定し、完了している場合はステップ＃３２０６へ進み
、未完了の場合はステップ＃３２２８へ進む。
【０１７９】
　まず、ＡＦが未完了の場合を説明する。
【０１８０】
　ＡＦが未完了であるとしてステップ＃３２２８へ進むと、ここでは今まで述べてきた様
に、角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐの出力より所望の周波数成分を抽出して比較
し、回転半径を求める。更に、定期的に求めた回転半径Ｌを累積してゆく。そして、次の
ステップ＃３２２９にて、焦点状態の検出を完了したか否かを判定し、焦点状態の検出を
完了している場合はステップ＃３２３０へ進み、そうでない場合はステップ＃３２３４へ
進む。
【０１８１】
　焦点状態の検出が完了していないとしてステップ＃３２３４へ進むと、レリーズボタン
４８０４ａの半押しが解除（スイッチＳ１がオフ）されたか否かを判定する。そして、レ
リーズボタン４８０４ａの半押しが解除されていると判定した場合はステップ＃３２０１
へ戻り、レリーズボタン４８０４ａの半押しがなされるまで待機する。また、レリーズボ
タン４８０４ａの半押しが解除されていない場合はステップ＃３２０３へ戻り、角度振れ
補正可能であるか否かを再度判定する。
【０１８２】
　上記ステップ＃３２０３で再度角度振れ補正が可能でないと判定した場合はステップ＃
３２２８へ進み、次のステップ＃３２２９にて、再び焦点状態の検出完了判定を行う。
【０１８３】
　また、角度振れ補正準備が整った時はステップ＃３２０３からステップ＃３２０４へ進
み、角度振れ補正を開始すると共にステップ＃３２０５にて、ＡＦ完了判定を行う。そし
て、この様にフローが流れる場合にはＡＦは未完了なのでステップ＃３２２８へ進み、次
のステップ＃３２２９にて、再び焦点状態の検出完了判定を行う。
【０１８４】
　上記ステップ＃３２２９にて焦点状態の検出が完了したと判定するとステップ＃３２３
０へ進み、回転半径Ｌの検出を中止する。これは、これ以降のステップで合焦の為のレン
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ズ駆動を行うので、その駆動ノイズが加速度計出力に重畳して不正確な回転半径Ｌが求ま
る事を防ぐ為である。
【０１８５】
　次のステップ＃３２３１では、合焦の為のレンズ駆動を行う。そして、次のステップ＃
３２３２にて、レンズ駆動が完了したか否かを判定し、完了した場合はステップ＃３２３
３へ進み、レンズ駆動を停止する。
【０１８６】
　また、レンズ駆動が完了していない場合はステップ＃３２３２→＃３２３４→＃３２０
３を経てステップ＃３２２８へ戻るか、或いはステップ＃３２３２→＃３２３４→＃３２
０３→＃３４０４→＃３２０５を経てステップ＃３２２８へ戻る。その後はステップ＃３
２２８→→＃３２２９→＃３２３０→＃３２３１を経てステップ＃３２３２へ進み、再び
レンズ駆動が完了したかを判定する。即ち、レリーズボタン４８０４ａの半押しが解除さ
れない限りは上記の各ステップを循環してレンズ駆動完了まで待機する。
【０１８７】
　ステップ＃３２３３でレンズ駆動を停止した後もレリーズボタン４８０４ａの半押しが
解除されていない場合はステップ＃３２０３に戻り、ステップ＃３２０４を経て次のステ
ップ＃３２０５にて、ＡＦが完了したか否かを判定する。ここで合焦状態の場合はステッ
プ＃３２０６へ進み、そうで無い時は再びステップ＃３２２８へ戻り、焦点調節を再開す
る。
【０１８８】
　ステップ＃３２０６へ進むと、上記ステップ＃３２２８と同様に、定期的に求めた回転
半径Ｌを累積してゆく訳である。しかし、フローがステップ＃３２２８を経てこのステッ
プ＃３２０６に進んできた場合には、既に回転半径Ｌの検出を始めている訳であり、この
ステップでの動作は無い。
【０１８９】
　次のステップ＃３２０７では、カメラがパンニングされているか否かの検出を行う。検
出方法としては、角速度計４８０７ｐの出力が一定期間（例えば０．５秒）、所定角速度
以上（例えば３ｄｅｇ／ｓ）である場合はカメラがパンニングされている（一定方向に振
られている）と判定する。或いは、角速度計４８０７ｐの積分値（ＨＰＦ積分フィルタ３
０１の出力）が一定期間（例えば０．２秒）、所定角度以上（例えば１．５ｄｅｇ）の場
合はカメラがパンニングされていると判定する。そして、パンニング中であると検出した
場合はステップ＃３２０８へ進み、そうでない場合はステップ＃３２１１へ進む。
【０１９０】
　ステップ＃３２０８へ進むと、回転半径Ｌの検出を中止すると共にこの方向（矢印４８
０３ｐ方向）の角度振れ補正を停止する。これは、パンニング中は振れが不安定であり、
精度良い回転半径Ｌの検出ができない事や、振れ角が大きく、角度振れ補正を行うと補正
レンズがメカ端に行き着いてしまい、メカニカルな制約により矢印４８０３ｙ方向の画像
振れ補正精度も低下してしまう為である。
【０１９１】
　次のステップ＃３２０９では、再びパンニング中であるか否かの検出を行い、パンニン
グ中であれば直ちにステップ＃３２１１へ進む。また、パンニングが終了している場合は
ステップ＃３２１０へ進み、カメラが安定して構えられている状態であるので回転半径Ｌ
の検出を再開すると共に、角度振れ補正も再開する。そして、ステップ＃３２１１へ進む
。
【０１９２】
　ステップ＃３２１１では、レリーズボタン４８０４ａの半押し解除（スイッチＳ１がオ
フ）か否かを判定し、半押し解除の場合はステップ＃３２３５へ進み、そうでない場合は
ステップ＃３２１２へ進む。
【０１９３】
　レリーズボタン４８０４ａの半押しが解除されたとしてステップ＃３２３５へ進むと、
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回転半径Ｌの検出を中止すると共に、今迄蓄積してきた回転半径Ｌをリセットし、ステッ
プ＃３２２５へ進む。これはレリーズボタン４８０４ａの半押しを解除したことで、新た
な被写体の撮影に移る、或いは、撮影を終了するなど撮影条件が変更されることを予測し
ている為である。但し、再度レリーズボタン４８０４ａの半押し操作が直ぐに行われた場
合には（例えば半押し解除から１秒後に再操作）、回転半径Ｌのリセットを行わないよう
にしても良い。
【０１９４】
　ステップ＃３２２５へ進むと、所定時間（例えば４秒）待機する。この間は角度振れ補
正は継続しており、角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐも作動している。この様にレ
リーズボタン４８０４ａの半押しが解除されてからも暫く角度振れ補正を継続するのは、
再度レリーズボタン４８０４ａを半押しされた時に備えている為である。そして、所定時
間経過後、ステップ＃３２２６へ進み、角度振れ補正を停止する。そして、次のステップ
＃３２２７にて、角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐの作動を停止し、ステップ＃３
２０１へ戻る。
【０１９５】
　上記ステップ＃３２１１でレリーズボタン４８０４ａが継続して半押しされていると判
定した場合にはステップ＃３２１２へ進む。そして、ここではレリーズボタン４８０４ａ
の押し切り操作（スイッチＳ２がオン）されたか否かを判定し、押し切り操作が行われて
いなければステップ＃３２０７へ戻り、同様の動作を繰り返す。即ち、角度振れ補正、回
転半径Ｌの検出、且つカメラのパンニング検出を行いながら撮影動作の開始を待機する。
撮影動作のためにレリーズボタン４８０４ａの押し切り操作が行われたらステップ＃３２
１３へ進む。
【０１９６】
　撮影動作のためにレリーズボタン４８０４ａの押し切り操作が行われたらステップ＃３
２１３へ進み、回転検出Ｌの平均化を中止する。これは、この後にクイックリターンミラ
ーや絞り、シャッタなどの振動発生動作があり、これにより加速度計１０１ｐに外乱が加
わり、回転半径Ｌの検出精度が劣化する為である。ここでは又、今まで求めてきた各期間
（図２７の期間２７０３，２７０４など）の平均を求める。
【０１９７】
　次のステップ＃３２１４では、求められた回転半径Ｌが妥当であるか否かを判定し、妥
当な場合はステップ＃３２１５へ進み、そうでない場合はステップ＃３２３６へ進む。
【０１９８】
　ここで、上記ステップ＃３２１４で検出される回転半径が妥当であるか否かの判定は、
以下の３点である。
１）検出する回転半径Ｌの平均化回数が足りない。
２）求まった回転半径Ｌが所定値より大きい。
３）角速度が所定以下の状態が長く継続した。
【０１９９】
　上記１）は、例えばステップ＃３２０１でレリーズボタン４８０４ａの半押し操作が行
われたことが判定されてからステップ＃３２１２でレリーズボタン４８０４ａの押し切り
操作が行われたことが判定されるまでの期間が短い。そのため、回転半径Ｌの計算時間が
足りない場合である。このような時は正しい回転半径がＬ求められていないと判定する。
【０２００】
　また、上記２）は、外乱などの要因で回転半径Ｌが予測し得る上限（例えば撮影レンズ
主点位置から撮影者の腰相当までの距離）を超えた場合である。このような時は正しい回
転半径Ｌが求められていないと判定する。
【０２０１】
　また、上記３）は、カメラが三脚などに固定され、静止状態にある為に角速度出力（或
いはそれを積分した角度出力）が所定より小さい場合である。このような時に式（８）で
回転半径Ｌを求めると、計算誤差により極めて大きな回転半径Ｌが計算されてしまう為に
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正しい回転半径Ｌが求められていないと判定する。
【０２０２】
　上記ステップ＃３２１４にて回転半径が妥当でないとしてステップ＃３２３６へ進むと
、上記状態になった時には、回転半径Ｌとして、初期値として与えられている回転半径（
図３１に示す様にカメラの接眼部から撮像光学系の主点位置までの距離）を用いる。
【０２０３】
　次のステップ＃３２１５では、上記ステップ＃３２０７と同様に、カメラがパンニング
されているか否かを判定する。パンニング中である場合はステップ＃３２１７へ進み、そ
うでない場合はステップ＃３２１６へ進む。ステップ＃３２１５でパンニング中と判定さ
れる時はステップ＃３２０８で角度振れ補正を停止しているので、角度振れの補正は行わ
れていない。
【０２０４】
　パンニング動作であるとしてステップ＃３２１５からステップ＃３２１７へ進むと、撮
像素子４８０５により蓄積動作を開始する。但し、未だシャッタが開いていないので実際
の被写体光束は撮像素子４８０５に入射していない。そして、次のステップ＃３２１８に
て、クイックリターンミラーをアップし、レンズの絞りを駆動してシャッタを開く。これ
により、撮像素子４８０５に結像する被写体光束の蓄積が開始される。
【０２０５】
　次のステップ＃３２１９では、露光に適した撮影期間まで待機する。そして、ステップ
＃３２２０にて、露光終了後、平行振れ補正を停止する。尚、カメラがステップ＃３２１
５でパンニング状態と判定されて後述のステップ＃３２１６がスキップされているので、
ここでは平行振れ補正動作停止は機能しない（もともと平行振れ補正していない為）。続
くステップ＃３２２１では、シャッタを閉じ、レンズの絞りを元に戻すと共にクイックリ
ターンミラーをダウンさせる。
【０２０６】
　このように、ステップ＃３２１５でカメラがパンニング状態と判定された場合には、角
度振れ補正、平行振れ補正とも行わないで撮影する。
【０２０７】
　一方、上記ステップ＃３２１５でカメラがパンニング中でないと判定した場合にはステ
ップ＃３２１６へ進み、上記ステップ＃３２１３で求めた回転半径Ｌに基づいて平行振れ
の補正を開始する。そして、次のステップ＃３２１７にて、撮像素子４８０５により蓄積
動作を開始し、以下ステップ＃３２２１まで前述と同様の動作を行う。
【０２０８】
　このように、ステップ＃３２１５でカメラがパンニング中でないと判定される時はステ
ップ＃３２０４で角度振れの補正が行われているか、或いは、ステップ＃３２１０で角度
振れ補正が再開されている。よって、露光中は（被写体光束蓄積中）角度振れ補正と平行
振れ補正の両方が行われる。
【０２０９】
　次のステップ＃３２２２では、撮像素子４８０５で得られた情報をカメラ背面の液晶モ
ニターなどに表示すると共に記録媒体にその情報を記録する。そして、次のステップ＃３
２２３にて、レリーズボタン４８０４ａの押し切り操作が解除されるまで待機する。押し
切り操作が解除されるとステップ＃３２２４へ進み、ここではレリーズボタン４８０４ａ
の半押し状態を判定し、半押し操作が解除されていなければステップ＃３２０６へ戻り、
同様の動作を繰り返す。即ち、レリーズボタン４８０４ａの半押しが解除されるまでは回
転半径Ｌを検出しつつ、レリーズボタン４８０４ａの押し切り操作がされるのを待機する
事になる。
【０２１０】
　ステップ＃３２２５以降は、前述した通りである。
【０２１１】
　ここで、上記ステップ＃３２０４での角度振れ補正と上記ステップ＃３２１６での平行
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振れ補正の始め方について説明する。
【０２１２】
　図３３は、上記を説明する為に、角度振れ補正目標値および平行振れ補正目標値が振れ
補正部６８０６を駆動する駆動部４６８０９に入力されるまでを、詳細に示したブロック
図である。
【０２１３】
　角度振れ補正目標値を出力する敏感度調整部３０３および平行振れ補正目標値を出力す
る出力補正部３０９より以前のブロックは省略して図示している。尚、実際には全て演算
処理で行われる訳であるが、図示化するためにサンプルホールド（以下、Ｓ／Ｈ部）３３
０２や差動器３３０３をアナログ系のブロックで示している。
【０２１４】
　敏感度調整部３０３より出力される角度振れ補正目標値は、可変ゲイン３３０１に入力
される。可変ゲイン３３０１は、レリーズボタン４８０４ａの半押しによるスイッチＳ１
のオン信号３３０４の入力により、角度振れ補正目標値のゲインをゼロから１に例えば０
．５秒かけて変更してゆく。これにより、レリーズボタン４８０４ａの半押しにより０．
５秒後には精度より角度振れ補正が行われる。この様にゲインを少しずつ変更しているの
は、レリーズボタン４８０４ａの半押しで急激に画像振れ補正を開始すると、その時の手
振れの状態によりファインダ画面が大きく変動し、撮影者に違和感を与えるためである。
これについては後ほど図３４を用いて再度説明する。
【０２１５】
　また、可変ゲイン３３０１はレリーズボタン４８０４ａの半押し解除より所定時間（例
えば４秒）後に角度振れ補正目標値のゲインを１から例えば０．５秒かけてゼロに変更し
てゆく。これも急激に画像振れ補正を停止する事による画面変動を避けるためである。
【０２１６】
　尚、レリーズボタン４８０４ａの半押しから所定時間後に画像振れ補正を中止するのは
、図３２のステップ＃３２２５で述べた様に、再度レリーズボタン４８０４ａを半押しさ
れた時に継続して画像振れ補正が行えるように備えている為である。
【０２１７】
　出力補正部３０９より出力される平行振れ補正目標値はＳ／Ｈ部３３０２に入力される
と共に差動器３３０３に入力されており、差動器３３０３ではＳ／Ｈ部３３０２の出力と
平行振れ補正目標値の差動出力を行う。即ち、Ｓ／Ｈ部３３０２がサンプリング中の時は
差動器３３０３に入力する２つの信号は等しい為に、その出力はゼロである。Ｓ／Ｈ部３
３０２にはレリーズボタン４８０４ａの押し切りによるスイッチＳ２のオン信号３３０５
も入力されており、その信号入力により平行振れ補正目標値をホールドする。そのため、
その時点でＳ／Ｈ部３３０２の出力は固定される事になり、差動器３３０３の出力はレリ
ーズボタン４８０４ａ押し切り（スイッチＳ２のオン信号３３０５）に同期してゼロから
連続的に出力する。これについても後ほど図３４で波形を用いて説明する。
【０２１８】
　また、Ｓ／Ｈ部３３０２には露光完了信号３３０６も入力されており、露光完了信号３
３０６の入力でＳ／Ｈ部３３０２は平行振れ補正目標値を再度サンプリングする。そのた
め、露光完了に同期して差動器３３０３の出力はゼロになる。
【０２１９】
　図３４は以上を手振れ波形で説明する図であり、横軸は経過時間、縦軸は手振れ量或い
はその補正量を像面振れに換算した量である。又、横軸におけるタイミングｔ２，ｔ６，
ｔ８，ｔ９，ｔ１６，ｔ１７は、図３０で示したタイミングチャートのタイミングと同じ
タイミングを同じ符号で示している。
【０２２０】
　波形３４０１は、角度振れ及び平行振れにより生じる像面での振れ量であり、ここでは
説明のために余弦波で示している。波形３４０２は、波形３４０１の中で角度振れにより
生じる像面での振れ量成分を抜き出して示している。波形３４０３は、波形３４０１の中
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で平行振れにより生じる像面での振れ量成分を抜き出して示している。
【０２２１】
　また、波形３４０４は、図３３の可変ゲイン３３０１で出力される角度振れ補正目標値
の像面での換算値であり、波形３４０２の振れを補正する目標値である。波形３４０４は
、レリーズボタン４８０４ａの半押し（時刻ｔ２）より所定時間（例えば０．５秒）を費
やして角度振れ補正目標値を適正ゲインにしている。
【０２２２】
　波形３４０２では、時刻ｔ２にて所定の振れ量３３０７を生じており、このまま画像振
れ補正を開始すると振れ補正部４８０６がゼロ位置より急激に駆動され、ファインダ画面
が大きく揺れてしまう。それを避ける為に波形３４０４で示すように、角度振れ補正目標
値ゲインを時刻ｔ２で徐々に適正値にしている。
【０２２３】
　また、時刻ｔ１６にてレリーズボタン４８０４ａの半押しが解除されると、それより４
秒後の時刻ｔ１７で角度振れ補正目標値ゲインを徐々に小さくし、ゼロに収束させる。波
形３４０２では、時刻ｔ１７にて所定の振れ量３３０８を生じており、突然画像振れ補正
を止めると振れ補正部４８０６がその補正位置より急激にゼロ位置に駆動され、ファイン
ダ画面が大きく揺れてしまう。その為に時刻ｔ１７よりゲインを徐々に小さくしてゆく事
で画面の急激な変化を防止している。
【０２２４】
　波形３４０５は、図３３の差動器３３０３で出力される平行振れ補正目標値の像面での
換算値であり、波形３４０３の振れを補正する目標値である。前述した様に差動器３３０
３の出力はゼロより連続的に出力されるので、波形３４０５は時刻ｔ６よりゼロより連続
的に出力されており、波形３４０３の時刻ｔ６での出力３３０９とは異なっている。これ
は時刻ｔ６時点で出力３３０９のように急激に振れ補正を始めると、露光開始までに振れ
補正部４８０６が応答できず、十分な平行振れ補正が行われない事の対策である。
【０２２５】
　平行振れ補正目標値は露光完了の時刻ｔ８でその出力がゼロになる。これは、図３３で
説明した様に、露光完了に伴い、Ｓ／Ｈ部３３０２をサンプリング状態に戻し、差動器３
３０３の出力がゼロになる為である。そのため、振れ補正部４８０６は平行振れの補正を
止めるが、既に露光は完了しているために画像への影響は生じず、また、ミラーアップ中
である為に平行振れ補正を急に停止した事が画面で見えてしまうことは無い。
【０２２６】
　画面振れによる違和感防止の為には画像振れ補正の開始、停止は連続的に行う事が好ま
しいが、上記の様に画面を確認できない場合に限っては急激な平行振れ補正停止により、
早期に次の動作に備えるようにしている。
【０２２７】
　時刻ｔ９では、クイックリターンミラーのダウンが完了（シャッタ閉は時刻ｔ８で完了
）する訳であるが、この時点では既に平行振れ補正停止より所定時間（例えば１００ｍｓ
）経過している。よって、平行振れ補正停止による画面の変動がファインダを通して見え
る事は無い。波形３４０６は振れ補正部４８０６の駆動量の像面での換算値であり、波形
３４０４と波形３４０５の合成波形とほぼ同じである。
【０２２８】
　振れ補正部４８０６の駆動量を見ると、時刻ｔ２より徐々に角度振れ補正を開始し、時
刻ｔ６より角度振れ補正と共に平行振れ補正を連続的に開始する。そして、時刻ｔ８で平
行振れ補正を停止し、時刻ｔ９でクイックリターンミラーがダウンし、時刻ｔ１６ではレ
リーズボタン４８０４ａの半押しが解除され、その４秒後の時刻ｔ１７より角度振れ補正
の停止が始まる。
【０２２９】
　以上のように、角度振れ補正、平行振れ補正ともその補正開始は連続的に行われるよう
に制御されており、振れ補正部４８０６は常に安定して画像振れ補正を行うことができる
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。
【０２３０】
　前述した様にステップ＃３２１３では回転半径検出の平均化を中止しており、これは、
この後にクイックリターンミラーや絞り、シャッタなどの振動発生動作があり、これによ
り加速度計１０１ｐに外乱が加わり、回転半径Ｌの検出精度が劣化する為である。この現
象について、図３５を用いて説明する。
【０２３１】
　図３５はクイックリターンミラーやシャッタ駆動時の加速度計１０１ｐの波形を示して
おり、横軸は経過時間、縦軸は加速度計１０１ｐの出力電圧である。
【０２３２】
　この加速度計１０１ｐは５Ｖ駆動であり、基準電圧３５０２に対して出力波形３５０１
はバイアス電圧３５０５が重畳している。このバイアス電圧は加速度計に１Ｇの重力が加
わった状態であることを示している。
【０２３３】
　平行振れの検出（或いは回転半径Ｌの検出）の為に図３１に示したような加速度計１０
１ｐには常に１Ｇの重力が加わっている。その為に、その分の加速度出力がバイアス電圧
３５０５として出力される。この加速度計１０１ｐの加速度出力可能電圧は０．５Ｖから
４．５Ｖの間であり、この範囲外では出力が飽和する。
【０２３４】
　今、加速度計１０１ｐの出力波形３５０１は、ミラー駆動やシャッタ駆動のタイミング
で波形３５０１ａ，３５０１ｂ，３５０１ｃのように出力が飽和している区間がある。こ
れは既に重力分のバイアス電圧が加わっているので、その分加速度検出範囲が狭くなって
いる事に加え、クイックリターンミラーやシャッタ、絞りの駆動による大きな振動加速度
が加速度計１０１ｐに加わる為である。
【０２３５】
　この問題は検出範囲の広い加速度計を用いる事で解決できるが、検出レンジが広い加速
度計は微小加速度の検出精度が低くなる為に高精度の平行振れ加速度を検出できなくなる
。そのような精度の低い加速度計を使用するよりは、クイックリターンミラーやシャッタ
駆動、絞り、レンズ駆動時は加速度検出を行わず、それ以外の区間で求めた回転半径Ｌを
平均化して利用した方が精度よい平行振れ補正が行われる。そのために、クイックリター
ンミラーやシャッタ、絞り、レンズ駆動時の加速度出力の飽和が生じる（その区間の加速
度出力は使わない）検出レンジが限定された加速度計でも、高精度な平行振れ検出が可能
な加速度計を用いている。
【０２３６】
　図１１で説明した様に、回転半径Ｌは回転中心１１０２ｐから加速度計１０１ｐまでの
長さであり、加速度計１０１ｐは撮像光学系の主点位置に配置されているので、この長さ
は回転中心１１０２ｐから撮像光学系の主点位置の長さに等しい。
【０２３７】
　平行振れは撮像光学系の主点位置の位置ずれにより発生するので、回転半径Ｌと角速度
計４８０７ｐを積分した角度出力の積により、撮像光学系の主点位置ずれを求める事がで
き、平行振れ補正目標値を得ることができる。
【０２３８】
　ところで、今までの説明では省略していたが、実際には被写体の位置に合わせた焦点調
節によりレンズの光軸上の位置が変化し、それに伴い、加速度計１０１ｐの設置位置と撮
像光学系の主点位置にずれが生じる。そのため、正確に撮像光学系の主点位置のずれを求
める為には、回転半径Ｌを撮像光学系の主点位置と加速度計１０１ｐの設置位置のずれに
合わせて補正する必要がある。
【０２３９】
　図３６及び図３７は、上記を説明するカメラの振れ状態の説明図であり、図３６と図３
７はレンズと被写体３６０１，３７０１の距離が異なる。
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【０２４０】
　図３６の被写体３６０１の位置において、撮像光学系を合焦位置に調整した時の撮像光
学系全体の主点位置Ａ（３６０２）は、加速度計１０１ｐの配置と光軸方向で同位置にあ
る。そのため、加速度計１０１ｐの出力と角速度計４８０７ｐの出力に基づいて回転半径
Ｌ（１１０１ｐ）を求め、その回転半径１１０１ｐと角速度計４８０７ｐ出力により上記
式（４）の右辺第２項でレンズ主点位置における平行振れ量３６０３が求まる。
【０２４１】
　図３７では被写体３７０１が図３６の被写体３６０１よりもレンズから離れており、撮
像光学系を合焦位置に調整した時の撮像光学系全体の主点位置Ｂ（３７０２）は、加速度
計１０１ｐの配置と光軸方向でずれが生じてくる（ずれ量３７０４）。そのため、加速度
計１０１ｐの出力と角速度計４８０７ｐの出力に基づいて回転半径１１０１ｐを求めても
、図３７のレンズ主点位置における平行振れ量３７０３は求まらない。
【０２４２】
　そこで、加速度計１０１ｐの出力と角速度計４８０７ｐの出力に基づいて求まる回転半
径１１０１ｐよりずれ量３７０４を差し引いた修正回転半径３７０５を求める。そして、
その修正回転半径Ｌ３７０５と角速度計４８０７ｐ出力により式（４）の右辺第２項によ
りレンズ主点位置Ｂ３７０２における平行振れ量３７０３を求めている。即ち、被写体距
離により回転半径Ｌを補正している。
【０２４３】
　撮像レンズの主点位置における平行振れを求めるにはその主点位置に加速度計１０１ｐ
を配置する必要がある。そのため、焦点調節により撮影レンズの主点位置が変化しても、
それに伴って加速度計１０１ｐの取り付け位置も変化する構成にすれば、上記補正処理は
不要になる。例えば、焦点調節の為に繰出すレンズ上に加速度計１０１ｐを取り付けるこ
とで、主点位置の移動と加速度計の移動を揃えることも可能であるが、そのような構造は
複雑になり、レンズ全体が大型化してしまう。
【０２４４】
　しかし、図３７で説明した様な補正を行う事で、加速度計１０１ｐを固定したままで、
変化する主点位置での平行振れ量を求める事ができる。この補正は焦点調節の為のレンズ
の位置をフォーカスエンコーダで検出し、その結果で撮像光学系の主点位置を求めて加速
度計１０１ｐの設置位置とのずれを計算することで行える。
【０２４５】
　図３で説明した出力補正部３０９は、利得調整した角度出力に回転半径Ｌおよび撮影倍
率を乗じて平行振れ補正目標値を求めるが、上記説明した様な回転半径Ｌの補正も行って
いる。
【０２４６】
　図３８は出力補正部３０９の内部構成を示すブロック図であり、ズーム、フォーカス情
報３０２のレンズエンコーダからのレンズズーム位置、フォーカス位置に基づいて撮影倍
率演算３０９ｂは撮影倍率を求める。また、同時に、上記ズーム、フォーカス位置に基づ
いて撮像光学系の主点位置と加速度計設置位置のずれをずれ演算部３０９ｄで求める。
【０２４７】
　比較部３０８で求まった回転半径Ｌの情報は出力補正部３０９内でずれ演算３０９ｄの
出力に基づいて回転半径補正３０９ｃで補正される。これにより、加速度計１０１ｐの設
置位置から回転中心までの回転半径Ｌではなく、その時点の撮像光学系の主点位置から回
転中心までの回転半径Ｌに補正される。
【０２４８】
　補正された回転半径Ｌと撮影倍率が利得調整部３１１の出力と乗算され、平行振れ補正
目標値が求められる。この回転半径Ｌの補正タイミングは、図３２におけるステップ＃３
２１３で行われる。ステップ＃３２１３では、加速度計１０１ｐの設置位置から回転中心
までの回転半径Ｌの平均値から加速度計１０１ｐの設置位置とその撮影条件での撮像光学
系の主点位置間の長さを引いた、撮像光学系主点位置から回転中心までの補正回転半径Ｌ
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を求める。そして、その値をステップ＃３２１４で信頼性を評価し、ステップ＃３２１６
で平行振れ補正に用いる。
【０２４９】
　図３８のブロック図に示した構成の為に、撮像光学系の主点位置近傍に限定されず、加
速度計１０１ｐの設置位置の自由度が高くなると共に、撮像光学系の主点位置の変動が起
きた場合でも簡単な補正で対応できるようになっている。
【０２５０】
　以上の実施例１においては、角度振れ補正と平行振れ補正の補正目標値信号を異なる周
波数帯域で処理することで角度振れ、平行振れとも高精度の補正を実現している。
【０２５１】
　そのために、上記実施例１に係る防振制御装置は、以下の構成要素より成る。つまり、
振れによる画像振れを補正する振れ補正手段である振れ補正部４８０６と、振れの角速度
を検出する第１振れ検出手段である角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙとを有する。さらに
、第１振れ検出手段とは異なる方式で振れを検出する第２振れ検出手段である加速度計１
０１ｐを有する。さらに、第１振れ検出手段の出力に基づく第１信号と第２振れ検出手段
の出力に基づく第２信号とから回転半径Ｌ（補正値）を演算する演算手段である比較部３
０８を有する。さらに、補正値に基づいて第１振れ検出手段の出力を補正する出力補正手
段である出力補正部３０９を有する。さらに、第１振れ検出手段の出力に基づいて駆動部
４８０９（振れ補正駆動手段）により振れ補正手段を駆動させる第１防振制御手段である
ＨＰＦ積分フィルタ３０１、敏感度調整部３０３を有する。さらに、出力補正手段により
補正された前記第１振れ検出手段の出力に基づいて振れ補正駆動手段により振れ補正手段
を駆動する第２防振制御手段であるＨＰＦ積分フィルタ３１０、利得調整部３１１、出力
補正部３０９を有する。さらに、第１防振制御手段と第２防振制御手段の周波数特性を異
ならせる周波数帯域変更手段である利得調整部３１１を有する。そして、周波数帯域変更
手段は、補正値に見かけ上周波数依存性を持たせるために第２防振制御手段の周波数特性
を変更するようにしている。
【０２５２】
　さらに、第１の防振制御手段に具備されるＨＰＦ積分フィルタ３０１（積分手段、高域
透過手段）と、第２防振制御手段に具備されるＨＰＦ積分フィルタ３１０（積分手段、高
域透過手段）の特性を異ならせる。具体例としては、ＨＰＦ積分フィルタ３０１の積分折
点を０．１Ｈｚとし、ＨＰＦ積分フィルタ３１０の折点を０．５Ｈｚ（図２２参照）とし
ている。このように周波数特性を異ならせることによって、利得調整部３１１の利得調整
により生ずる位相ずれをなくしている。換言すれば、周波数帯域変更の結果生じる位相の
ずれをなくすために、積分手段あるいは高域透過手段の特性を異ならせている。
【０２５３】
　上記第１防振制御手段は、カメラに加わる角度振れによる画像振れを補正し、第２防振
制御手段は、カメラに加わる平行振れによる画像振れを補正する構成にしている。
【０２５４】
　以上のように、小型で機動性が高い、扱い易いカメラ、或いはビデオにおいてもマクロ
撮影にも安定した（平行振れの高精度な補正を実現する）防振システムを実現可能となる
。
【実施例２】
【０２５５】
　上記実施例１では、回転半径Ｌは図２０に示したように手振れ周波数により変化し、そ
れを吸収する為に平行振れ補正の為の角速度計の出力（積分した角度出力）を利得調整部
３１１で周波数毎に利得を調整していた。
【０２５６】
　しかし、全ての場合において、図２０のように回転半径Ｌに周波数依存がある訳ではな
い。例えば、しゃがんだ状態でカメラを構えた時、肘を固定して（例えば肘を机に押し付
ける）撮影した場合などでは、図２０のように周波数が低いほど回転半径Ｌの利得が増え
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る（回転半径Ｌが長くなる）ことはない。この様な時に利得調整部３１１を用いると低い
周波数の平行振れを過剰に補正することになり、その帯域では却って振れが増加してしま
う虞がある。
【０２５７】
　そこで、本発明の実施例２では、周波数毎の回転半径Ｌの変化を検出し、それに合わせ
て利得調整部３１１の使用可否を判定するものである。
【０２５８】
　図３９は、本発明の実施例２に係る一眼レフカメラに具備される防振制御装置の構成を
示すブロック図である。尚、カメラの外観は，図１及び図２と同様である。
【０２５９】
　本実施例２に係る防振制御装置は、上記実施例１の防振制御装置（図３）に対して、周
波数毎の回転半径Ｌ変化の傾向を掴む為に角速度計４８０７ｐ、加速度計１０１ｐのＢＰ
Ｆおよび周波数毎の回転半径Ｌの調整可否を判定する手段を追加している。また、周波数
毎の回転半径Ｌの調整可否判定により周波数毎の回転半径Ｌの調整実行を制御する入力切
換部を設けている。
【０２６０】
　図３９において、角速度計ＢＰＦ１部３９０１及び加速度計ＢＰＦ１部３９０２は、図
３における角速度計ＢＰＦ部３０６、加速度計ＢＰＦ部３０７と同様に、５Ｈｚにおける
角速度出力、速度出力を抽出するフィルタである。そして、比較部３９０５は、それら出
力に基づいて５Ｈｚにおける回転半径Ｌを求める。また、角速度計ＢＰＦ２部３９０３及
び加速度計ＢＰＦ２部３９０４は、１Ｈｚにおける角速度出力、速度出力を抽出するフィ
ルタである。そして、比較部３９０６は、それら出力に基づいて１Ｈｚにおける回転半径
Ｌを求める。調整可否判定部３９０７は比較部３９０５及び比較部３９０６の出力を比較
している。
【０２６１】
　上記実施例１でも説明したように、一般的には低周波の回転半径Ｌに比べて高周波の回
転半径Ｌは小さい。その為、比較部３９０６の出力である１Ｈｚにおける回転半径Ｌより
比較部３９０５の出力である５Ｈｚにおける回転半径Ｌが小さい場合には、実施例１で説
明した状態と判定する。
【０２６２】
　そこで、調整可否判定部３９０７はその結果を入力切換部３９０８に出力する。入力切
換部３９０８は、利得調整部３１１の出力を出力補正部３０９に出力する。これにより、
実施例１と同様に、周波数毎に変化する回転半径Ｌに相当する平行振れ補正目標値を作成
する。
【０２６３】
　比較部３９０６の出力である１Ｈｚにおける回転半径Ｌと比較部３９０５の出力である
５Ｈｚにおける回転半径Ｌが同じ、或いは、５Ｈｚにおける回転半径Ｌが大きい場合には
、実施例１で説明した状態とは異なる状態と判定する。
【０２６４】
　調整可否判定部３９０７はその結果を入力切換部３９０８に出力する。入力切換部３９
０８はＨＰＦ積分フィルタ３０１の出力を出力補正部３０９に出力する。即ち、利得調整
部３１１を介さない平行振れ補正目標値を作成する。
【０２６５】
　ここで、ＨＰＦ積分フィルタ３１０の出力を用いないのは、図２２で説明したように、
ＨＰＦ積分フィルタ３１０の出力は利得調整部３１１の特性を補正する為に通常のＨＰＦ
積分フィルタ３０１とは異なる特性になっている為である。この様な構成の為に、撮影者
の撮影状況に応じて最適な平行振れ補正が行える。
【０２６６】
　尚、実施例１においては撮影開始までに求めた回転半径Ｌの平均値を用いて平行振れ補
正目標値を算出していた。しかしながら、被写体を観察する時間が長い場合等のように回
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転半径Ｌの算出期間が長い場合には、観察開始時と撮影直前では手振れの状態が変化して
くる可能性もある。例えばカメラの構え方が変化することにより回転半径Ｌそのものの大
きさが変化することや、或いは上述した様に周波数と回転半径Ｌの関連性が被写体観察開
始時と撮影直前では異なってくる現象である。この様な場合も考慮すると、撮影直前まで
に求めた回転半径Ｌの平均値ではなく、所定期間毎に回転半径Ｌの平均値を更新する方が
好ましい。
【０２６７】
　図２７では、期間を区切った角速度出力ω２７１０から２７１６の各々に対して速度出
力Ｖ２７１７から２７２３の出力を比較して、区間毎に角速度出力ωと速度出力Ｖを演算
して回転半径Ｌを求めていた。図２８では、やはり期間を区切った角速度出力ωのピーク
２８０４から２８０６の各々に対して速度出力Ｖのピーク２８０７から２８０９の出力を
比較して区間毎に角速度出力ωと速度出力Ｖを演算して回転半径Ｌを求めていた。そして
、求まった各回転半径Ｌを、図３２のステップ＃３２１３で平均化して撮影時の平行振れ
補正に用いていた。
【０２６８】
　本発明の実施例２においては、この平均化の演算を移動平均とし、逐次平均値を更新す
る構成にしている。
【０２６９】
　図４０は上記を説明する概念図であり、横軸は経過時間、縦軸は各タイミングである。
【０２７０】
　レリーズボタン４８０４ａの半押し（４００１）後（スイッチＳ１のオン）に回転半径
Ｌの検出（４００３）が始まり、求まる区間毎の回転半径ＬをＬ０１からＬ２２で示す。
上記実施例１では、レリーズボタン４８０４ａの押し切り（４００２）がなされる(スイ
ッチＳ２のオン)までの回転半径Ｌ０１からＬ１９までの全ての平均で平行振れ補正に用
いる回転半径Ｌを求めていた。これに対し、本実施例２では、それを所定期間毎に更新す
るようにしている。
【０２７１】
　図４０で示したように、回転半径Ｌ１０まで求まると、回転半径Ｌ０１から回転半径Ｌ
１０までの平均回転半径Ｌ０１１０を求める。その後、回転半径が求まる毎に、回転半径
の移動平均を求め、平行振れ補正の為の回転半径を更新してゆく。
【０２７２】
　図４０においては、回転半径Ｌ１９が求まった時点で撮影が開始される事になるので、
その時の移動平均値Ｌ１０１９を用いて平行振れ補正を行うことになる。即ち、回転半径
Ｌの移動平均値の更新を継続し、撮影時には最新の移動平均値を用いて平行振れ補正を行
う。
【０２７３】
　また、図３９で示したように、回転半径Ｌ１０１９は５Ｈｚにおける回転半径Ｌと１Ｈ
ｚにおける回転半径Ｌの２種を求めておき、その比較結果に基づいて周波数毎の回転半径
Ｌの調整を行うか否かも制御している。
【０２７４】
　この様に回転半径を更新する事で、撮影状態に適した回転半径Ｌを用いた精度の良い平
行振れ補正が行える。
【０２７５】
　尚、図２９で述べたように面積を求める方式においても、面積を求める期間を区分して
、各期間で求めた回転半径Ｌを図４０により移動平均で更新を継続して撮影時には最新の
移動平均値を用いて平行振れ補正を行えば良い。
【０２７６】
　上記のように、移動平均で回転半径Ｌを求める場合には平均化する期間が実施例１に比
べて短くなる。そのため、カメラやレンズの駆動振動時に回転半径Ｌが求まらないと、そ
の直後の撮影には対応できなくなる。
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【０２７７】
　そこで、本実施例２においては、ＡＦの為のレンズ駆動時には回転半径Ｌの演算を行う
ようにしている。但し、実施例１で説明したように、駆動振動により加速度計１０１ｐ、
１０１ｙの出力が飽和すると正しい回転半径Ｌが求まらない。そこで、飽和しないレベル
まで加速度計１０１ｐの感度を下げ、その状態で振れ加速度を検出して角速度出力と比較
している。しかし、加速度感度を下げると、加速度検出出力が劣化してしまう問題がでて
くる。その為に駆動振動が発生するタイミングのみ、加速度計１０１ｐの感度を下げる構
成にしている。
【０２７８】
　通常の状態では振れ加速度は精度良く検出され、駆動振動が発生する短期間のみ加速度
感度を下げる事になる。駆動振動の発生期間の振れ加速度精度は下がる事になるが、その
精度劣化も駆動振動前後の回転半径Ｌとの移動平均で緩和されることになる。
【０２７９】
　図４１は、図３９のブロック図に、加速度計１０１ｐの感度を制御するブロックを加え
た図である。ここで、加速度計１０１ｐは、ＭＥＭＳなどで形成されたメカニカルな領域
１０１ｐｃと初段のアンプ１０１ｐｄ、処理回路１０１ｐｅに分けて図示している。
【０２８０】
　初段アンプ１０１ｐｄの利得は利得変更判定部４１０１の入力で可変になっている。加
速度計１０１ｐの出力はウィンドコンパレータ４１０３を介してＨＰＦ積分フィルタ３０
５に入力されている。ＨＰＦ積分フィルタ３０５の出力は、利得補正部４１０４を介して
加速度計ＢＰＦ１部３９０２、加速度計ＢＰＦ２部３９０４に入力されている。
【０２８１】
　また、ウィンドコンパレータ４１０３の出力は、利得変更判定部４１０１に入力されて
いる。ウィンドコンパレータ４１０３は、加速度計１０１ｐの出力が第１範囲レベルを超
えると利得下げ信号を出力し、その結果、利得変更判定部４１０１は初段アンプ１０１ｐ
ｄの利得を下げる。尚、ここで第１範囲は、加速度計出力の飽和レベルの約８割程度に設
定されている。
【０２８２】
　また、ウィンドコンパレータ４１０３は、加速度計出力が所定時間（例えば０．１秒）
第２範囲レベル内であれば利得復帰信号を出力し、その結果、利得変更判定部４１０１は
初段アンプ１０１ｐｄの利得を元に戻す。尚、第２範囲は、第１範囲の１／３に設定され
る。これは、利得変更後は初段アンプ１０１ｐｄの利得が１／３になるので、その状態で
第１範囲レベルと同じレベルを判定に用いる為である。
【０２８３】
　調整可否判定部３９０７からの回転半径Ｌ算出未完了信号は利得復帰禁止部４１０２に
入力されており、その期間、利得復帰禁止部４１０２は利得変更判定部４１０１に利得復
帰禁止信号を出力する。そのため、比較部３９０５，３９０６が回転半径Ｌを算出してい
る期間中は初段アンプ１０１ｐｄを元の利得に戻す事はしない。これは、回転半径Ｌを算
出中に初段アンプ１０１ｐｄの利得を変更する事による回転半径Ｌの精度劣化を避けるた
めである。
【０２８４】
　利得補正部４１０４は、初段アンプ１０１ｐｄの利得が小さい時には、その利得を元に
戻す役割をしている。ここで、利得補正部４１０４は、ＨＰＦ積分フィルタ３０５より後
段に設けられている。駆動振動により加速度計１０１ｐの出力は高周波ノイズが重畳し、
これにより加速度計１０１ｐの出力が飽和してしまうのであるが、ＨＰＦ積分フィルタ３
０５の出力は加速度計出力を積分している為の高周波の信号は十分減衰される。その為に
ＨＰＦ積分フィルタ３０５後の出力の利得を大きくしても出力の飽和は生じない。即ち、
初段アンプ１０１ｐｄの利得を小さくして加速度計１０１ｐの出力の飽和を回避し、加速
度計１０１ｐ出力積分後に利得の補正を行う事で、初段アンプ１０１ｐｄの利得変更によ
る回転半径Ｌの誤差を補正している。
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【０２８５】
　図４２は上記の事を加速度計の出力波形で説明する図であり、横軸は経過時間、縦軸は
加速度計出力である。
【０２８６】
　波形４２０１及び波形４２０３は、初段アンプ１０１ｐｄが通常利得時の加速度計１０
１ｐの出力（期間４２０４，４２０６）である。また、波形４２０２は、初段アンプ１０
１ｐｄの利得を１／３に下げたときの加速度計１０１ｐの出力（期間４２０５）である。
【０２８７】
　ここで、波形４２０１は、矢印４２０９で示す衝撃入力時点でその出力が第１範囲であ
る判定レベル４２０７範囲を超えてしまったので、ウィンドコンパレータ４１０３が利得
下げ信号を出力して初段アンプ１０１ｐｄの利得を下げて波形４２０２とする。
【０２８８】
　次に、矢印４２１０で波形４２０２は第２範囲である判定レベル４２０８範囲内に収ま
る。ここで、上述した様に初段アンプ１０１ｐｄの利得は１／３に下がっているので、第
２範囲である判定レベルも第１範囲である判定レベルの１／３に設定して同じレベルで判
定するようにしている。
【０２８９】
　このように、波形４２０２が第２範囲である判定レベル４２０８内に収まってから所定
の期間（確認期間４２１１）経過後に、初段アンプ１０１ｐｄの利得を元に戻すようにし
ている。
【０２９０】
　但し、上述した様に上記確認期間４２１１は単に所定期間（例えば０．１秒）計時して
いるだけではなく、回転半径Ｌ算出の区切りも考慮してある。即ち、所定期間（例えば０
．１秒）計時後に後０．０４秒で回転半径Ｌの算出結果が出る場合には、確認期間４２１
１は０．１４秒となる。そして、次の回転半径Ｌは初段アンプ１０１ｐｄの利得を元に戻
した後に算出する。
【０２９１】
　図４３は、加速度計１０１ｐ、初段アンプ１０１ｐｄの利得切換え時の動作を示すフロ
ーチャートであり、このフローは、加速度計起動と同時にスタートし、加速度計停止まで
フローを循環する。
【０２９２】
　ステップ＃４３０１では、加速度計出力が第１範囲４２０７外にあるか否かをウィンド
コンパレータ４１０３にて検出する。加速度計出力が第１範囲４２０７外の場合はステッ
プ＃４３０２へ進み、そうで無い時はステップ＃４３０１で第１範囲４２０７外になるま
で待機する。
【０２９３】
　次のステップ＃４３０２では、利得変更判定部４１０１が初段アンプ１０１ｐｄの利得
を１／３にする。また、利得補正部４１０４は積分後の加速度出力を３倍にして利得を補
正する。続くステップ＃４３０３では、加速度計出力が第２範囲４２０８内に戻ったか否
かをウィンドコンパレータ４１０３により検出する。加速度計出力が第２範囲４２０８内
に戻った場合はステップ＃４３０４へ進み、そうで無い時はステップ＃４３０３で第２範
囲４２０８内に戻るまで待機する。
【０２９４】
　次のステップ＃４３０４では、所定時間（例えば０．１秒）待機し、その後ステップ＃
４３０５へ進み、現在期間における回転半径Ｌの算出が終了するまでステップ＃４３０５
で待機する。次のステップ＃４３０６では、利得変更判定部４１０１が初段アンプ１０１
ｐｄの利得を元に戻す。また、利得補正部４１０４は積分後の加速度出力を１倍に戻す。
その後、ステップ＃４３０１に戻る。
【０２９５】
　このように、加速度計１０１ｐの出力が飽和しそうになるとその利得を下げる事で、加
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速度計１０１ｐの飽和を防ぎ、利得不足は積分後の加速度出力で補正するので補正値が飽
和することは無くなる。
【０２９６】
　図４４は本発明の実施例２に係る主要部分の動作を示すフローチャートであり、実施例
１における図３２に相当するものである。
【０２９７】
　図４４において、図３２のフローチャートと異なるうちの一つは、ステップ＃３２０６
，＃３２２８の回転半径算出開始に代わって、ステップ＃４４０１，＃４４０３にて、回
転半径検出と共に、検出された回転半径の移動平均を求めている点である。
【０２９８】
　また、ステップ＃３２３０の回転半径検出中止も省かれている。これは加速度計１０１
ｐの初段アンプ１０１ｐｄの利得を下げる事で、焦点調節の為のレンズ駆動振動により加
速度計出力が飽和する事が無くなり、その期間も回転半径Ｌを求める事が出来るようにな
った為である。
【０２９９】
　ここで、図４５は本発明の実施例２に係るタイミングチャートであり、実施例１におけ
る図３０のタイミングチャートに相当するものである。図３０と異なるのは、回転半径検
出タイミング３００９に代わり、回転半径検出タイミング４５０１が設けられている点で
ある。
【０３００】
　回転半径検出タイミング４５０１は、角速度計出力、加速度計出力より回転半径を算出
する動作であり、Ｈｉは算出期間、Ｌｏは算出中止期間である。この回転半径検出タイミ
ング４５０１と回転半径検出タイミング３００９の違いは、時刻ｔ３からｔ５の間におい
ても回転半径Ｌを求めるようにしている点である。
【０３０１】
　図４４に戻り、更に図３２のフローチャートと異なるのは、ステップ＃３２１３の回転
半径検出中止、及び回転半径の平均化に代わり、ステップ＃４４０２が設けられ、回転半
径の検出中止と共に最終更新した回転半径を平行振れ補正に使用する設定にしている。そ
の他のフローは図３２と同様の為に説明を省く。
【０３０２】
　図４４のフローでわかる様に、シャッタやクイックリターンミラー、絞り駆動のときは
依然として回転半径Ｌの検出を停止している。この期間も回転半径Ｌの検出を行っても良
いのである。しかし、これらの駆動による発生振動は極めて大きく、それらによる加速度
計出力の飽和を避けるためには、加速度計１０１ｐの初段アンプ１０１ｐｄをかなり大き
く下げる必要があり、利得を大きく下げる事による加速度計出力の不安定が発生してしま
う。その為、この期間に算出される回転半径精度は極めて低くなるので、上記のように回
転半径Ｌの検出を中止しているのである。
【０３０３】
　図３８で説明したように実施例１では、加速度計１０１ｐの設置位置と撮像光学系の主
点位置のずれにより回転半径Ｌの補正を行っていた。しかしながら、最も撮影倍率が高い
ときの撮像光学系の主点位置と同位置に加速度計１０１Ｐを配置する事が出来れば、それ
より撮影倍率が低い時は平行振れの影響も小さくなる。よって、回転半径Ｌの補正を行わ
なくてもある程度の精度で平行振れの補正が行えるため、システム全体も簡略化できる。
【０３０４】
　図４６では、撮影レンズの最も撮影倍率の高い状態（被写体最至近位置４６０１）にお
ける撮像光学系の主点位置Ａ（４６０２）と同じ位置に加速度計１０１ｐを設けている。
そのため、加速度計１０１ｐの出力と角速度計４８０７ｐの出力で回転半径Ｌ１１０１ｐ
を求めると、それは回転中心から撮像光学系の主点位置までの回転半径と等しく、精度の
良い平行振れ補正が行える。尚、撮像光学系の主点位置Ａ（４６０２）での振れ量４６０
３と加速度計１０１ｐの設置位置での振れ量４６０３は等しい。



(36) JP 5031690 B2 2012.9.19

10

20

30

40

50

【０３０５】
　図４７では、被写体４７０１が撮像光学系から離れた場合である。この場合、この被写
体４７０１に対して焦点調節を行った時の撮像光学系の主点位置Ｂ（４７０２）は加速度
計１０１ｐの設置位置４６０２とはずれてくる。撮像光学系の主点位置Ｂ（４７０２）で
の振れ量４７０３と加速度計１０１ｐの設置位置での振れ量４６０３は異なる。但し、こ
の時は撮影倍率が低くなっているので、平行振れによる像劣化の影響は小さくなっており
、回転半径Ｌを厳密に定めなくても許容できる精度の平行振れ補正が行える。
【０３０６】
　大事なことは、撮像光学系の撮影倍率が最も大きくなる時のレンズ主点位置に加速度計
１０１ｐを配置する事であり、これが可能であるならば実施例１に比べて演算の簡略化が
可能になる。
【０３０７】
　以上の実施例２においては、周波数毎の回転半径Ｌの変化を検出し、それに合わせて利
得調整部３１１の使用可否を判定する構成にし、補正値（回転半径Ｌ）の周波数依存性が
無い時には利得調整部３１１を用いない事で、平行振れ補正の精度劣化を防いでいる。
【０３０８】
　そのために、上記実施例２に係る防振制御装置は、以下の構成要素を有する。つまり、
第１振れ検出手段（角速度計４８０７ｐ，４８０７ｙ）の出力あるいは第２振れ検出手段
（加速度計１０１ｐ、１０１ｙ）の出力に基づいて利得調整部３１１（周波数帯域変更手
段）の作動を制御する作動制御手段（調整可否判定部３９０７）を設けている。
【０３０９】
　詳しくは、作動制御手段が周波数帯域変更手段を非作動にする時には、第１防振制御手
段の出力と出力補正手段により補正された第１防振制御手段の出力の合成出力に基づいて
振れ補正手段を駆動することで、画像振れ補正を行うようにしている。なお、入力切換部
３９０８がＨＰＦ積分フィルタ３０１の出力と利得調整部３１１の出力のいずれかを出力
補正部３０９に振り分けている。
【０３１０】
　上記の各実施例によれば、小型で機動性が高く、マクロ撮影にも安定した防振、つまり
平行振れの高精度な画像振れ補正を行うことが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【０３１１】
　以上の実施例１及び２においては、デジタル一眼レフカメラやデジタルコンパクトカメ
ラに具備される防振制御装置を例にして、平行振れ対策の説明を続けてきた。しかし、本
発明の防振制御装置は小型で高性能なシステムにまとめることが出来るのでこれらに限ら
ず、デジタルビデオカメラの静止画撮影や、監視カメラ、Ｗｅｂカメラ、携帯電話などの
静止画撮影にも展開できる。
【図面の簡単な説明】
【０３１２】
【図１】本発明の実施例１に係る一眼レフカメラを示す平面図である。
【図２】本発明の実施例１に係る一眼レフカメラを示す側面図である。
【図３】本発明の実施例１に係る一眼レフカメラに具備される防振制御装置を示すブロッ
ク図である。
【図４】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図５】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図６】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図７】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図８】本発明の実施例１に係る防振制御装置の波形を説明するための図である。
【図９】本発明の実施例１に係る防振制御装置の波形を説明するための図である。
【図１０】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図１１】本発明の実施例１に係るカメラの振れ状態を説明するための図である。
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【図１２】本発明の実施例１に係る加速度計を示すブロック図である。
【図１３】本発明の実施例１に係る加速度計の周波数特性を示す図である。
【図１４】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図１５】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図１６】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図１７】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図１８】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図１９】本発明の実施例１に係る防振制御装置の他の構成例を示すブロック図である。
【図２０】本発明の実施例１に係る防振制御装置における回転半径の周波数特性を示す図
である。
【図２１】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図２２】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図２３】本発明の実施例１に係る防振制御装置の周波数特性を示す図である。
【図２４】本発明の実施例１に係る防振制御装置の別の構成例を示すブロック図である。
【図２５】本発明の実施例１に係る防振制御装置のさらに別の構成例を示すロック図であ
る。
【図２６】本発明の実施例１に係る防振制御装置のさらに別の構成例を示すブロック図で
ある。
【図２７】本発明の実施例１に係る防振制御装置の波形を説明するための図である。
【図２８】本発明の実施例１に係る防振制御装置の波形を説明するための図である。
【図２９】本発明の実施例１に係る防振制御装置の波形を説明するための図である。
【図３０】本発明の実施例１に係る防振制御装置のタイミングチャートである。
【図３１】本発明の実施例１に係るカメラの振れ状態を説明するための図である。
【図３２】本発明の実施例１に係る防振制御装置の主要部分の動作を示すフローチャート
である。
【図３３】本発明の実施例１に係る振れ補正部を駆動する信号処理系を示すブロック図で
ある。
【図３４】本発明の実施例１に係る振れ補正部の駆動を説明するための波形図である。
【図３５】本発明の実施例１に係る加速度計の出力波形を説明するための図である。
【図３６】本発明の実施例１に係るカメラの振れ状態を説明するための図である。
【図３７】本発明の実施例１に係るカメラの振れ状態を説明するための図である。
【図３８】本発明の実施例１に係る出力補正部の内部構成を示すブロック図である。
【図３９】本発明の実施例２に係る防振制御装置の構成を示すブロック図である。
【図４０】本発明の実施例２に係る防振制御装置における回転半径の移動平均を説明する
ためのタイミングチャートである。
【図４１】本発明の実施例２に係る防振制御装置の他の構成例を示すブロック図である。
【図４２】本発明の実施例２に係る加速度出力波形を説明するための図である。
【図４３】本発明の実施例２に係る加速度計制御を示すフローチャートである。
【図４４】本発明の実施例２に係る防振制御装置の動作を示すフローチャートである。
【図４５】本発明の実施例２に係る防振制御装置のタイミングチャートである。
【図４６】本発明の実施例２に係るカメラの振れを説明するための図である。
【図４７】本発明の実施例２に係るカメラの振れを説明するための図である。
【図４８】従来の防振システムを具備する一眼レフカメラを示す平面図である。
【図４９】従来の防振システムを具備する一眼レフカメラを示す側面図である。
【符号の説明】
【０３１３】
　１０１ｐ　　加速度計（第２振れ検出手段）
　１０１ｙ　　加速度計（第２振れ検出手段）
　３０１　　　ＨＰＦ積分フィルタ
　３１０　　　ＨＰＦ積分フィルタ
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　３０４　　　ＨＰＦ位相調整部
　３０５　　　ＨＰＦ積分フィルタ
　３０６　　　角速度計ＢＰＦ手段
　３０７　　　加速度計ＢＰＦ手段
　３０８　　　比較部（演算手段）
　３０９　　　出力補正部（出力補正手段）
　３１１　　　利得調整部（周波数帯域変更手段）
　３９０７　　調整可否判定部
　３９０８　　入力切換部
　４８０６　　振れ補正部（振れ補正手段）
　４８０７ｐ　角速度計（第１振れ検出手段）
　４８０７ｙ　角速度計（第１振れ検出手段）
　４８０９　　駆動部（振れ補正駆動手段）

【図１】

【図２】

【図３】



(39) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】



(40) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】



(41) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図１４】 【図１５】

【図１６】 【図１７】



(42) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図１８】 【図１９】

【図２０】 【図２１】



(43) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図２２】 【図２３】

【図２４】 【図２５】



(44) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図２６】 【図２７】

【図２８】 【図２９】



(45) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図３０】 【図３１】

【図３２】 【図３３】



(46) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図３４】 【図３５】

【図３６】

【図３７】

【図３８】



(47) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図３９】 【図４０】

【図４１】 【図４２】



(48) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図４３】 【図４４】

【図４５】 【図４６】

【図４７】



(49) JP 5031690 B2 2012.9.19

【図４８】

【図４９】



(50) JP 5031690 B2 2012.9.19

10

フロントページの続き

(72)発明者  斎藤　潤一
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内

    審査官  齋藤　卓司

(56)参考文献  特開２００５－１１４８４５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－２９５０２７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－１１３２６４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－００３７１９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０３Ｂ　　　５／００　　　　
              Ｈ０４Ｎ　　　５／２３２　　　
              Ｈ０４Ｎ　１０１／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

